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第１ 基本的考え方 
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第１ 基本的考え方 

１．金融持株会社に対する検査の目的及び位置付け 

金融持株会社（注１）の子会社である銀行、保険会社又は証券会社（以下「金融機関」とい

う。）及び金融持株会社は、私企業であり、自己責任原則に則った経営が基本である。 

しかし、銀行の資金供給面における機能は一国の経済活動全体にとって大きな意義を有して

いる。一銀行の破綻であっても、連鎖反応により、金融システム全体に、さらには信用収縮等

を通じて経済全体に重大な影響が及ぶ場合がある。また、預金者等の利益は適切に保護されな

ければならない。 

保険会社は、人の生死や社会に発生する様々な危険に備え、万一事故が発生した場合には経

済生活の連続性を保障するという重要な役割を担っており、保険会社の保障機能は国民経済及

び国民生活の基礎となっている。このような観点から、保険契約者等の利益は適切に保護され

なければならない。 

証券会社は、証券市場の中心的な担い手として、その公正性と効率性の確保において主要な

役割を果たすべき立場にある。また、証券会社は、仲介者として、投資者の証券市場へのアク

セスを提供する役割を有していることから、投資者保護を図る上でも重要な位置を占めている。

仲介者たる証券会社が信頼を失ってしまえば、証券市場自体が機能しなくなるということに留

意する必要がある。 

こうした性格を有する金融機関を子会社とする金融持株会社が、金融持株会社グループ（注

２）におけるグループ内会社（注３）の経営資源を総合的に活用して事業を展開するような場

合には、以下に述べるようなリスクを十分に認識する必要がある。すなわち、例えば、金融持

株会社グループ全体の経営方針が子会社である金融機関の財務の健全性を歪めたり、グループ

内会社において顕在化したリスクがグループの一体性を通じてグループ内の他の金融機関に波

及するといったリスクである。このようなリスクが存在する場合には、金融持株会社の子会社

である銀行もしくは保険会社の業務の健全かつ適切な運営、又は金融持株会社の子会社である

証券会社の取引の公正及び業務の健全性（以下「健全性等」という。）の確保に重大な影響を及

ぼす可能性がある。 

このような点を踏まえ、銀行持株会社に対する検査は、「銀行の業務の健全かつ適切な運営を

確保するため」（銀行法第５２条の３２）、保険持株会社に対する検査は、「保険会社の業務の健

全かつ適切な運営を確保し、保険契約者等の保護を図るため」（保険業法第２７１条の２８）、

証券持株会社に対する検査は、証券会社の取引の公正及び業務の健全性を確保し、「公益又は投

資者保護」（証券取引法第５９条）を図るために行うものである。 

金融持株会社に対する検査は、これらの目的のために行うものであり、特に複数の業態の金

融機関を子会社とする金融持株会社に対する検査に際しては、銀行法、保険業法、証券取引法 
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それぞれの目的を踏まえ、検査の位置付け及び内容について十分に注意を払う必要がある。 

そもそも、金融持株会社の子会社である金融機関の健全性等は、検査のみによって確保され

るべきものではない。金融持株会社及び子会社である金融機関の健全性等の確保は、まず自己

責任と市場規律によって達成されるべきものである。 

グループ内会社はそれぞれ独立した法人として自己責任原則に基づき経営を行うことが基本

であるが、金融持株会社は、親会社又は株主として、子会社である金融機関の健全性等の確保

の観点から適切な管理が行われているかどうかを把握することが可能な立場にある。 

また、金融持株会社グループ全体の経営方針及び財務・業務に係る情報は、金融持株会社を

通じて開示される。このような情報開示は、金融持株会社及び子会社である金融機関の自己規

律を高め、金融持株会社及び子会社である金融機関の健全性等の確保に向けた取組みを促進す

る。すなわち、金融持株会社は、子会社である金融機関に対して市場規律が働くための中継機

能を果たす上で、重要な役割を担っている。 

このような中で、金融持株会社の経営陣には、何よりもまず、金融持株会社の子会社である

金融機関の健全性等の確保に努めることが求められる。また、監査役は、内部管理体制の充実

において、取締役の職務の執行を監査するという重要な役割を担っており、自らの職責を十分

に果たすことが求められる。さらに、会計監査人等は、こうした内部管理体制の状況を的確に

把握し、金融持株会社グループから独立した立場で、財務諸表監査等を通じて、厳正な外部監

査を実施することが求められる。 

２．金融持株会社グループに係る着眼点 

金融持株会社に対する検査に際し、検査官は特に以下の点に留意する必要がある。 

（１）グループの経営方針と資源配分 

金融持株会社の子会社である金融機関は、それぞれ独立した法人であり、自己責任原則に

基づき、適切な自己資本の維持を含め、自ら健全性等の確保に努めることが求められる。 

しかしながら、金融持株会社グループにおいて、金融持株会社のみが株式市場に接触し、

グループ内会社の資本調達を一手に引き受けているような場合には、子会社である金融機関

が財務基盤の充実を図る上で、金融持株会社の存在は不可欠となる。このような状況が存在

する場合、金融持株会社には、子会社である金融機関の業務の健全かつ適切な運営を確保し

うるような資本を維持していくことが求められる。 

また、金融持株会社が採用するグループの経営方針及び戦略目標の決定、並びにこれに基

づくグループ内の資源配分等（金融持株会社による子会社に対する資本配分、グループ内取

引等を通じたリスク・資本等の移転、人員配置など）は、基本的には経営判断に委ねられる

ものであるが、例えば、グループ内の資源配分等の結果、ある特定の領域にリスクが集中し、



- 5 - 

金融機関の健全性等の確保に重大な影響を及ぼすような可能性がある。 

したがって、金融持株会社には、子会社である金融機関の健全性等の確保と整合的な経営

方針及び戦略目標の決定、並びにこれに基づくグループ内の資源配分等を行うことが求めら

れる。 

（２）グループ内取引等 

グループ内取引等（注４）は、グループ内会社間のシナジー効果を生み出し、コストの最

小化と利益の最大化、リスク管理の向上及び効果的な自己資本と資金調達の管理に資するも

のである。 

しかしながら、グループ内取引等は、グループ内でのリスク移転を伴う側面があることか

ら、金融機関の業務の健全性等に重大な影響を及ぼす可能性があり、また、法令等に則した

適切な対応等が行われていない場合には、グループ内において取引の公正性が歪められたり、

金融機関の業務の適切性が損なわれたりする可能性がある。 

したがって、取引当事者たる金融機関には、まずは独立した法人として、自己責任原則に

則り、グループ内取引等に係る法令等遵守及びリスク管理に関して適切な態勢を構築するこ

とが求められる。その上で、金融持株会社グループを管理する機能を果たす立場にある金融

持株会社には、グループ内取引等が子会社である金融機関の健全性等の確保に及ぼす影響を

十分に理解した上で、当該健全性等の確保に努めることが求められる。 

（３）リスクの波及 

金融持株会社及びグループ内会社は、それぞれ法人として独立した存在であり、基本的に

は、自己責任に基づき構築する内部管理態勢により、それぞれに求められる健全性等の確保

に努める必要がある。 

しかしながら、グループ内会社で顕在化したリスクが、風評やグループ内取引等を通じて

グループ内の他の金融機関に波及する可能性があり、個々の金融機関がリスク管理を行うだ

けではそれぞれに求められる健全性等の確保が十分に図れない場合も想定される。 

したがって、金融持株会社グループを管理する機能を果たす立場にある金融持株会社には、

グループ内会社間のリスク波及が子会社である金融機関の健全性等の確保に与える影響を十

分に理解した上で、金融持株会社及び子会社である金融機関の健全性等の確保に努めること

が求められる。 

３．検査マニュアルの位置付け等 

（１）検査マニュアルの位置付け 
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  「金融持株会社に係る検査マニュアル」は、金融持株会社に対する検査に際し、金融持株

会社グループにおいて構築されている内部管理態勢が、金融持株会社の子会社である金融機

関の健全性等の確保の観点から、適切なものとなっているかを検証するための着眼点を整理

したものであり、あくまでも検査官が金融持株会社に対して検査を実施する際に用いる手引

書として位置付けられるものである。 

金融持株会社においては、自己責任原則の下、本マニュアルの趣旨を踏まえ、創意・工夫

を十分に生かし、それぞれの規模や特性、金融持株会社が担う役割などに応じた規程等を自

主的に作成し、子会社である金融機関の健全性等の確保に努めることが期待される。 

（２）検査マニュアルの構成 

本マニュアルは、金融持株会社に対する検査に係る留意事項を取りまとめた「基本的考え

方」（銀行持株会社、保険持株会社、証券持株会社に共通。）と、検査官が検査に際し、グル

ープの内部管理態勢の検証を行う際の着眼点を取りまとめたチェックリスト（銀行持株会社

に係るチェックリスト、保険持株会社に係るチェックリスト及び証券持株会社に係るチェッ

クリスト。以下「業態別チェックリスト」という。）により構成される。 

（３）検査マニュアルの適用 

検査に際しては、「基本的考え方」に加え、金融持株会社の業態に沿った業態別チェックリ

ストを用いてグループの内部管理態勢の検証を実施する。 

   具体的には、銀行持株会社に対する検査に際しては「銀行持株会社に係るチェックリスト」、

保険持株会社に対する検査に際しては「保険持株会社に係るチェックリスト」、証券持株会社

に対する検査に際しては「証券持株会社に係るチェックリスト」を、それぞれ用いることと

なる。 

また、金融持株会社が、複数の業態の金融機関を子会社として有する場合には、複数の業

態別チェックリストを必要に応じて用いる。例えば銀行持株会社の子会社に、銀行の他、保

険会社と証券会社が存在する場合には、「銀行持株会社に係るチェックリスト」の他、「保険

持株会社に係るチェックリスト」や「証券持株会社に係るチェックリスト」も、必要に応じ

て用いることとなる。 

なお、本マニュアルは、金融持株会社の検証項目として主要なもの（グループの経営管理

（ガバナンス）態勢、自己資本管理態勢及び統合的リスク管理態勢）を記載しているが、各

管理態勢の検証に当たっては、金融持株会社の形態は様々であることを踏まえ、それぞれの

金融持株会社の役割・責任に応じて、適宜、「金融検査マニュアル」、「保険検査マニュアル」

の該当部分を用いて各管理態勢の検証を行うことに留意する。 
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４．検査実施上の留意点等 

（１）金融持株会社に対する検査を実施する際の留意点 

①  本マニュアルの適用に当たっての留意点 

   金融持株会社グループは、例えば複数の業態の金融機関を子会社として有する場合もあ

るなど、その態様の違いによりグループが抱えるリスクの特性やリスクの波及過程も異な

る。また、現実に存在する金融持株会社グループの形態は、グループによって区区であり、

その結果、グループにおける管理態勢や金融持株会社が担う役割も、異なる特色を有して

いる。本マニュアルは、こうした金融持株会社グループの実態を十分に踏まえ、様々なケ

ースに対応できるように作成したものであり、本マニュアルに記載されているチェックリ

ストの内容の全てを各々の金融持株会社及びグループ内会社に一律に求めているものでは

ない。 

   したがって、本マニュアルの適用に当たっては、チェック項目に記述されている字義通

りの対応が行われていない場合であっても、グループとしての対応が子会社である金融機

関の健全性等の確保の観点から問題のない限り、不適切とするものではないことに留意し、

機械的・画一的な運用に陥らないように配慮する必要がある。なお、チェック項目に係る

機能が形式的に具備されていたとしても、子会社である金融機関の健全性等の確保の観点

からは必ずしも十分とは言えない場合もあることに留意する必要がある。 

   検査官は、まず、金融持株会社グループの実態を十分に把握したうえで、本マニュアル

のチェックリストを活用しながら、金融持株会社グループの管理態勢が適切に構築されて

いるかどうかを検証する必要があり、立入検査に際しては、金融持株会社と十分な意見交

換を行う必要がある。 

② 業態の特性に係る留意点 

  金融持株会社に対する検査の実施に際しては、業態による以下の特性に留意する必要が  

ある。 

ⅰ 銀行持株会社 

銀行持株会社に対する検査は、子会社である「銀行の業務の健全かつ適切な運営を確保

するため必要がある」（銀行法第５２条の３２第１項）と認められる場合に実施するものと

されている。 

    これは、「銀行の業務の公共性にかんがみ、信用を維持し、預金者等の保護を確保すると

ともに金融の円滑を図るため、銀行の業務の健全かつ適切な運営を期し、もって国民経済

の健全な発展に資する」（銀行法第１条第１項）ことを目的としているためである。 
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ⅱ 保険持株会社 

    保険持株会社に対する検査は、子会社である「保険会社の業務の健全かつ適切な運営を

確保し、保険契約者等の保護を図るため」、子会社である保険会社に対して検査を実施する

場合において、「特に必要がある」（保険業法第２７１条の２８第１項）と認められる場合

に実施するものとされている。 

    これは、「保険業の公共性にかんがみ、保険業を行う者の業務の健全かつ適切な運営及び

保険募集の公正を確保することにより、保険契約者等の保護を図り、もって国民生活の安

定及び国民経済の健全な発展に資する」(保険業法第１条)ことを目的としているためであ

る。 

ⅲ 証券持株会社 

    証券持株会社に対する検査は、「公益又は投資者保護のため必要かつ適当である」と認め

られる場合に、子会社である「証券会社の営業又は財産に関し必要な検査」(証券取引法第

５９条第１項）を実施するものとされている。 

    これは、「国民経済の適切な運営及び投資者の保護に資するため、有価証券の発行及び売

買その他の取引を公正ならしめ、且つ、有価証券の流通を円滑ならしめる」(証券取引法第

１条)ことを目的としているためである。 

(参考) 検査権限に係る規定 

  銀 行 法 保 険 業 法 証券取引法 

銀行・保険会社・証券会社(※1) 第 25条第 1項 第 129 条第 1項 第 59 条第 1項 

金融持株会社 第 52条の 32第 1項 第 271条の 28 第 1項 第 59 条第 1項 

金融持株会社の子会社 第 52条の 32第 2項 第 271条の 28 第 2項 第 59条第 1項(※2) 

※１ 銀行とは、銀行法第２条第１項に定める銀行をいう。 

保険会社とは、保険業法第２条第２項に定める保険会社をいう。 

証券会社とは、証券取引法第２条第９項に定める証券会社をいう。 

※２ 証券持株会社の子会社が、証券会社と取引をする者である場合の監督検査権限（報告

若しくは資料の提出命令）。 

（２）金融持株会社に対する検査を実施する際の手順 

金融持株会社に対する検査に際しては、以下のような手順を踏んで実施することに留意す

る。 
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① 金融持株会社グループの実態を把握し、金融持株会社やグループ内会社が、金融持株会

社の子会社である金融機関の健全性等の確保に及ぼす影響を把握する。 

なお、金融持株会社の子会社に複数の金融機関が存在する場合には、当該複数の金融機

関が、お互いの健全性等の確保に及ぼし合う影響も把握する必要がある。 

② 上記①の影響が生じる原因を、金融持株会社の子会社である金融機関の健全性等の確保

の観点から、適切に管理するための態勢が構築されているかどうかについて、業態別チェ

ックリストのチェック項目に沿って検証を実施する。 

なお、金融持株会社の子会社に複数の金融機関が存在する場合には、上記①の影響が生

じる原因を、それぞれの金融機関の健全性等の確保の観点から、適切に管理するための態

勢が構築されているかどうかについて、検証する必要がある。 

③ 業態別チェックリストのチェック項目に沿った管理態勢が構築されていない場合には、

グループとしての対応が、子会社である金融機関の健全性等の確保の観点から問題ないか

どうかを検証する。 

（３）子会社である金融機関に対する検査を実施する際の留意点 

金融持株会社の子会社である金融機関の経営陣には、何よりもまず、内部管理態勢を充実

させることにより、自らの責任において、その健全性等を確保することが求められる。子会

社である金融機関は、内部管理機能の一部を金融持株会社に委託し、金融持株会社グループ

としての内部管理の効率化を図ることも想定されるが、そのような場合であっても、金融機

関自らの管理責任が軽減されるわけではない。 

したがって、検査官は、子会社である金融機関に対する検査に際し、特に以下の点に留意

する必要がある。 

①  金融持株会社及びグループ内会社が子会社である金融機関の健全性等の確保に重大な影

響を及ぼしていないか。また、当該金融機関の健全性等の確保に重大な影響を及ぼす可能

性のあるグループ内取引等や兼任関係が存在しないか。 

② 子会社である金融機関の内部管理機能の一部を金融持株会社が担っている場合、その役

割を金融持株会社が担うことにより、当該金融機関の健全性等を損ねることとなるような

状況となっていないか。 
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（注１） 本マニュアルにおける「金融持株会社」とは、銀行法第２条第１３項に定める「銀行

持株会社」、長期信用銀行法第１６条の４に定める「長期信用銀行持株会社」、保険業法

第２条第１６項に定める「保険持株会社」又は証券取引法第５９条第１項に定める証券

会社を子会社とする持株会社（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第９条

第５項第１号に規定する持株会社。本マニュアルにおいて、「証券持株会社」という。）

のいずれか、又はこれらの複数に該当する持株会社をいう。なお、「長期信用銀行持株会

社」に係る本マニュアルの適用については、特段の定めがない限り、「銀行持株会社」に

係るものを準用する。 

（注２） 本マニュアルにおける「金融持株会社グループ」又は「グループ」とは、①金融持株

会社、②その子会社である金融機関及び③当該金融機関の健全性等の確保に重要な影響

を及ぼす可能性のある会社をいう。 

なお、ここにいう③の「当該金融機関の健全性等の確保に重要な影響を及ぼす可能性

のある会社」とは、金融持株会社を連結財務諸表作成会社とした場合において連結対象

又は持分法適用対象となる会社をいう。 

（注３） 本マニュアルにおける「グループ内会社」とは、金融持株会社グループを構成する会

社のうち、金融持株会社を除く会社をいう。 

（注４） 本マニュアルにおける「グループ内取引等」とは、金融持株会社の子会社である金融

機関が、金融持株会社又はグループ内会社との間でする取引又は行為をいう。 

（注５） グループ内会社に対する管理態勢の検証を行うに際して、例えば、金融持株会社の子

会社である金融機関が、グループ内会社を直接管理しているような場合には、当該金融

機関が行っている管理態勢を検証すれば、グループとしての管理態勢の検証を十分に行

い得るケースがあることに留意する。 

（注６） 本マニュアルは、原則として会社法上の監査役（会）設置会社である金融持株会社及

びグループ内会社を念頭において記述されている。金融持株会社及びグループ内会社の

種類によってはチェック項目に法令上必ずしも求められない事項が含まれていることに

留意する。 

① 金融持株会社及びグループ内会社が委員会設置会社である場合には、取締役会、各委   

員会（指名委員会、報酬委員会、監査委員会）、執行役等の機関等が、それぞれに与え

られた権限等を適切に行使しているかどうかといった観点から、以下の点に留意して検
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証を行う。 

(ⅰ)  業務執行権限を有するのは執行役であり、取締役には、原則として、業務執行権

限がない。 

(ⅱ)  取締役会は、その決議により、業務の決定権限を執行役に委任することができる。 

(ⅲ)  取締役会は、取締役及び執行役の職務の執行を監督する。 

(ⅳ)  監査権限は監査委員会にあり、監査委員個人に監査権限が認められるものではな

い（監査委員会が指名した監査委員が委員会の権限を行使する）。 

② 担当取締役としての役割及び責任について、いわゆる執行役員（非取締役）が担って

いる場合には、当該執行役員が取締役会により担当取締役と実質的に同等の権限を付与

されているか、責任の所在が明確になっているか、担当する業務執行について取締役会

による十分な監視が行われているか、等を総合的に検証した上、各チェックリスト上担

当取締役に求められる役割及び責任を十分果たしているか検証するものとする。 

（注７） チェック項目の語尾が「しているか」又は「なっているか」とあるのは、特にことわ   

りのない限り、当該金融持株会社が達成していることを前提として検証すべき項目であ

る。一方、チェック項目において「例えば」として着眼項目を列記してあるのは、全て

の内容を字義どおり達成することを求めるものではなく、グループの業務の規模・特性

等に応じて実質的な機能達成のための必要性を判断すべき例示項目である。 

（注８） 本マニュアル中の用語については以下による。 

①  「取締役会」の役割とされている項目については、取締役会自身において実質的議

論を行い内容を決定することが求められるが、その原案の検討を他の会議体、部門又

は部署で行うことを妨げるものではない。 

②  「取締役会等」には、取締役会のほか、常務会、経営会議等の、経営陣レベルによ

って構成される経営に関する事項を決定する組織（以下「常務会等」という。）も含

む。なお、「取締役会等」の役割とされている項目についても、取締役会自身におい

て決定することが望ましいが、常務会等に委任している場合には、取締役会による明

確な委任があること、常務会等の議事録の整備等により事後的検証を可能としている

ことに加え、取締役会への結果報告や常務会等に監査役の参加を認める等の適切な措

置により、十分な内部牽制が確保されるような態勢となっているかを確認する必要が

ある。 

③  「内部規程」とは、経営方針等に則り、業務に関する取り決め等を記載したグルー

プ内部に適用される規程をいう。内部規程においては、手続の詳細を記載することま

では必ずしも要さないことに留意する。 
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④ 「リーガル・チェック等」とは、コンプライアンス・チェックを含み、例えば、法務

担当者、法務担当部署、コンプライアンス担当者、コンプライアンス統括部門又は社内

外の弁護士等の専門家により内部規程等の一貫性・整合性や、取引及び業務の適法性に

ついて法的側面から検証することをいう。 

⑤  「モニタリング」には、監視することのみならず、警告その他の具体的な抑止行動を

行うことも含む。 

⑥  「リスク・プロファイル」とは、各リスクが有する特徴を表す様々な要素により構成

されるものを総称していう。 
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第２ チェックリスト 
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Ⅰ．銀行持株会社に係るチェックリスト 
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グループ経営管理（ガバナンス）態勢の確認検査用チェックリスト 

【検証ポイント】

・ 銀行持株会社グループにおいて、子会社である銀行の業務の健全性及び適切性を確保するためには、

適切なグループ経営管理（ガバナンス）のもと、グループ全体として法令等遵守、顧客保護等の徹底及

び各種リスクの的確な管理が行われる必要がある。 

・ グループの経営管理（ガバナンス）が有効に機能するためには、銀行持株会社及び各グループ内会社

の規模・特性等に応じた役割及び責任等を明確にした上、これらが実効的に果たされなければならない。

具体的には、銀行持株会社は、その役割及び責任等に応じ、グループ全体としての経営方針等を定め、

グループの状況を適切に把握した上、適切な資源配分等を行うなどし、グループの適切な態勢整備を行

う必要がある。 

・ 検査官は、グループ内会社も独立した法人として自己責任に基づく内部管理を行うこと、また、グル

ープ内会社の業務の健全性・適切性の確保は子会社である銀行の業務の健全性・適切性の確保のために

必要であること等に留意しつつ、①グループの経営方針等の策定、②グループ内会社管理態勢の整備・

確立、③モニタリング及び見直し、④グループ体制において特に留意すべき個別の問題への対応の適切

性といった観点から、銀行持株会社の経営管理（ガバナンス）が全体として有効に機能しているか否か

について、各チェック項目を活用して具体的に確認する。 

・ 本チェックリストでは、銀行持株会社の業務の中心が子会社である銀行の経営管理業務であることに

鑑み、銀行持株会社によるグループ内会社管理態勢の整備・確立の適切性・有効性等に関する検証項目

として主要なものを記載している。検査官は、本チェックリストに記載のない事項（例えば、内部監査

部門による銀行持株会社内各部門に対する内部監査の適切性等）を検証するに際しては、金融検査マニ

ュアルの該当部分を適宜用いて検証を行うことに留意する。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を銀行持株会社の経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有

効に機能していない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性あ

る改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 銀行持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、銀行

持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした銀行持株

会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要がある。 

Ⅰ．グループの経営方針等の策定 

１．経営方針等の策定 

①【企業倫理の構築及び態勢整備】 

取締役及び取締役会は、金融機関に求められる社会的責任と公共的使命等を柱と



銀行持株会社用

- 18 - 

した企業倫理の構築をグループ経営上の重要課題として位置付け、それを具体的に

担保するための態勢を整備しているか。 

②【経営方針・経営計画等の整備・周知】

取締役会は、グループが目指す目標の達成に向けた経営方針を明確に定めている

か。また、取締役会は、グループの経営方針に沿ったグループ全体の経営計画を明

確に定め、これらを役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

③【戦略目標の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、グ

ループ全体の収益目標及びそれに向けたリスクテイクやグループ内の資源配分（資

本配賦、人員配置等）等に関するグループ全体の戦略目標を明確に定め、役職員及

びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の戦略目標について、グルー

プの戦略目標と整合性がとれたものとなっていることを確認しているか。 

④【内部管理基本方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、業

務の健全性・適切性を確保するための態勢の整備に係るグループの基本方針（以下

「内部管理基本方針」という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させてい

るか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の内部管理基本方針について、

グループの内部管理基本方針と整合性がとれたものとなっていることを確認してい

るか。 

⑤【法令等遵守方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、法

令等遵守態勢の整備に係るグループの基本方針（以下「法令等遵守方針」という。）

を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の法令等遵守方針について、

グループの法令等遵守方針と整合性がとれたものとなっていることを確認している

か。 

⑥【リスク管理方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、リ

スク管理態勢の整備に係るグループの基本方針（以下「リスク管理方針」という。）

を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別のリスク管理方針について、

グループのリスク管理方針と整合性がとれたものとなっていることを確認している

か。 
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２．銀行持株会社及びグループ内会社の役割等の明確化 

①【銀行持株会社の役割等の明確化】 

取締役会は、グループ内会社の業務運営にどの程度関与するか、どのように関与

するか等、グループにおける銀行持株会社の役割及び責任を明確化する観点から、

グループの経営方針等を踏まえ、銀行持株会社が行う「経営管理及びこれに附帯す

る業務」（以下「経営管理業務」という。）の範囲及び内容を明確に定め、役職員及

びグループ内会社に周知させているか。 

②【グループ内会社の役割等の明確化】 

取締役会は、グループ全体の戦略目標、法令等遵守態勢及びリスク管理態勢等に

おける各グループ内会社の位置付け、役割及び責任を明確化し、それらに応じたグ

ループの管理態勢を整備しているか。また、各グループ内会社の位置付け、役割及

び責任が達成されているかについて、モニタリングする態勢を整備しているか。 

Ⅱ．グループ内会社管理態勢の整備・確立状況 

１．取締役・取締役会の役割・責任等 

①【取締役・代表取締役の役割・責任】 

（ⅰ）取締役は、銀行持株会社及びグループ内会社に適用される各種法令等の概要、適

切な会計処理及びディスクロージャーの重要性、各種リスクの特性の概要、リスク

の波及等のグループ体制特有のリスクの管理を含むグループ全体のリスク管理の重

要性を理解し、法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理をグループ経営上の重要課

題の一つとして位置付けているか。また、法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理

の徹底における監査役の監査、内部監査1、外部監査の重要性を認識しているか。 

（ⅱ）代表取締役は、グループの経営方針、戦略目標、内部管理基本方針、法令等遵守

方針及びリスク管理方針等に沿って、グループ内の適切な資源配分（資本配賦、人

員配置等）を行い、かつそれらの状況を機動的に管理する態勢を整備するため、適

切に権限を行使しているか。 

②【代表取締役に対する牽制】

取締役は、業務執行に当たる代表取締役の独断専行を牽制・抑止し、適切な業務

執行を実現する観点から、取締役会において実質的議論を行い、業務執行の意思決

1 「内部監査」とは、被監査部門等から独立した内部監査部門が、被監査部門等における内部管理態勢等

の適切性、有効性を検証するプロセスである。このプロセスは、被監査部門等における内部事務処理等の

問題点の発見・指摘にとどまらず、内部管理態勢等の評価及び問題点の改善方法の提言等まで行うもので

あり、原則として、内部管理の一環として被監査部門等の実施する部内検査等を含まない。以下同じ。

なお、「被監査部門等」には、内部監査部門が、銀行持株会社の経営管理業務の範囲及び内容に鑑み、必

要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会社に対して直接内部監査を実施する場合における

グループ内会社の部門等が含まれることに留意する。
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定及び業務執行の監督の職責を果たしているか。 

例えば、取締役会規則において、グループの法令等遵守、顧客保護等及びリスク

管理に関する事項のうち、グループの経営にとって重大な影響があるものを取締役

会の専決事項とした上、重大性の判断を代表取締役に委ねない等の態勢となってい

るか。 

③【社外取締役の役割・責任】（社外取締役が選任されている場合） 

社外取締役は、グループ経営の意思決定の客観性を確保する観点から、自らの意

義を認識し、積極的に取締役会に参加しているか。取締役会は、社外取締役が取締

役会において適切な判断をすることができるよう、社外取締役に対し、グループの

業務運営及びリスク管理等の状況に関する情報提供を継続的に行う等、適切な方策

を講じる態勢を整備しているか。 

④【取締役の善管注意義務・忠実義務】 

取締役は、職務の執行に当たり、グループの業務の健全かつ適切な運営を確保す

る観点から、取締役会等において実質的議論を行う等、善管注意義務・忠実義務を

十分果たしているか。 

⑤【情報開示態勢の整備】 

取締役会は、グループの財務情報その他グループに関する情報を適正かつ適時に

開示するための態勢を整備しているか。 

⑥【適切な会計処理態勢の整備】 

取締役会は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に則り、適切な会計処

理を行うための態勢を整備しているか。 

２．組織体制の整備 

取締役は、グループ内で人員の偏在、人的構成の不均衡等が生じれば、グループ

全体の法令等遵守態勢及びリスク管理態勢等に重大な影響を与えることを十分に認

識し、取締役会等は、適切にグループ内の人員配置を行っているか。また、グルー

プ内会社間で役職員を兼担させる場合には、適切な牽制態勢を整備しているか。 

３．銀行持株会社への報告・承認態勢の整備 

（ⅰ）取締役会等は、報告事項及び承認事項を適切に設定して、グループ内会社に周知

させ、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループ内会社から銀行持株会社に対

し状況を報告させ、又は承認を求めさせる態勢を整備しているか。特に、グループ

の経営に重大な影響を与える事案については、銀行持株会社に対し速やかに報告さ

せる態勢を整備しているか。

（ⅱ）報告事項及び承認事項は、取締役会等がグループの状況・事案の実態を把握する

のに十分な内容となっているか。 
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４．内部監査態勢の整備 

 取締役会及び取締役会等による内部監査態勢の整備 

①【方針の策定】 

（ⅰ）取締役は、グループの業務の規模・特性、業務に適用される法令等の内容及びリ

スク・プロファイルに応じた実効性あるグループの内部監査態勢を整備することが、

グループ内会社の適切な法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理に必要不可欠であ

ることを十分に認識しているか。特に、担当取締役は、グループの内部監査態勢の

状況を的確に認識し、適正な内部監査態勢の整備・確立に向けた方針及び具体的な

方策を検討しているか。 

（ⅱ）取締役会は、グループの経営方針及び内部管理基本方針に則り、内部監査の実効

性の確保に向けたグループの基本方針（以下「内部監査方針」という。）を定め、役

職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の内部監査方針について、グ

ループの内部監査方針と整合性がとれたものとなっていることを確認しているか。 

②【内部監査部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会は、グループの内部監査方針に則り、銀行持株会社に、グループ内会社

の内部監査機能を統括し、グループ内会社の内部管理態勢の適切性・有効性を検証

する内部監査部門を設置し、その機能が十分発揮される態勢を整備しているか。 

（ⅱ）取締役会等は、内部監査部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を有する人

員を適正な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与えているか。 

（ⅲ）取締役会は、内部監査部門について、組織上及び業務遂行上の独立性を確保して

いるか。 

（ⅳ）取締役会は、内部監査部門の業務、権限及び責任の範囲等を役職員及びグループ

内会社に周知徹底する態勢を整備しているか。 

③【報告態勢の整備】 

取締役会は、内部監査部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループに

おける内部監査の結果について報告させる態勢を整備しているか。特に、グループ

の経営に重大な影響を与える事案については、取締役会に対し速やかに報告させる

態勢を整備しているか。

 ④【フォローアップ態勢の整備】 

取締役会は、内部監査部門から、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループ

内会社の状況に関する報告を受け、グループ内会社における内部監査が有効に機能

していることを確認しているか。また、グループの経営に重大な影響を与えると認

められる問題及びグループ内会社のみで対応できないと認められる問題等について、

速やかに適切な措置を講じているか。 
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 内部監査部門の役割・責任 

①【グループにおける内部監査】 

内部監査部門は、グループ内会社の内部監査部門から、定期的にかつ必要に応じ

て速やかに、グループ内会社の内部監査状況の報告を受け、グループ内会社の内部

監査機能の有効性を検証するなどし、グループ内会社の内部管理態勢の適切性・有

効性を検証しているか。 

   また、内部監査部門は、銀行持株会社の経営管理業務の範囲及び内容に鑑み、必

要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会社の業務について直接内部

監査を実施しているか。 

②【問題点の把握・報告】 

（ⅰ）内部監査部門は、グループにおける内部監査等を通じて把握したグループ内の問

題点等について、発生頻度、重要度及び原因等を分析した上、遅滞なく取締役会に

報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与えると認められる問題点

又は顧客の利益が著しく阻害される問題点は、速やかに取締役会に報告しているか。 

（ⅱ）内部監査部門は、グループにおける内部監査等において法令等違反行為又はその

おそれのある行為を認識した場合、速やかに銀行持株会社のコンプライアンス統括

部門に報告しているか。また、グループ内会社の内部監査の結果を分析して問題点

等を的確に指摘し、定期的にかつ必要に応じて速やかに、これをコンプライアンス

統括部門に通知しているか。 

③【フォローアップ態勢の整備】 

内部監査部門は、グループ内会社における改善状況について、適切に確認してい

るか。 

 評価・改善活動 

①【分析・評価】 

（ⅰ）取締役会は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに銀

行持株会社の各部門からの報告等のグループの内部監査の状況に関する情報に基づ

き、グループの内部監査の状況を的確に把握し、内部監査の実効性の分析・評価を

行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべき点の有無及びその内容

を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証しているか。また、必要な場合

には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会等を設置する等、その原

因究明については万全を期しているか。 

（ⅱ）取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの内部監査の状況に関す

る報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時に見直

しているか。 

②【改善活動】 

（ⅰ）取締役会は、上記４． ①の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて
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改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時かつ適切に当該問題点及び

グループの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

（ⅱ）取締役会は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて随

時、検証し、適時かつ適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

（ⅲ）取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの内部監査の状況に関す

る報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直してい

るか。

５．監査役・監査役会の監査態勢の整備 

 監査役の監査環境の整備 

①【監査環境の整備】 

監査役は、その職務を適切に遂行するため、取締役、会計監査人、内部監査部門、

コンプライアンス統括部門、グループ内会社の取締役及び監査役等との間の緊密な

連携を図り、定期的な報告を求める等、情報の収集及び監査の環境の整備に努めて

いるか。 

②【独立性の確保等】 

（ⅰ）銀行持株会社が監査役会を設置している場合、監査役会は、各監査役の権限行使

を妨げない限度において、監査役や他の関係者から監査に関する重要な事項につい

て報告を受け、協議及び決議を行っているか。 

（ⅱ）監査役及び監査役会は、組織上及び業務の遂行上、独立性が確保される態勢とな

っているか。特に、監査役の調査権限及び報告権限を妨げることや、監査費用支出

に不合理な制限を設けることを排除し、監査役の独立性を確保しているか。 

また、監査役会が設けられている場合であっても、各監査役は、あくまでも独任

制の機関として、自己の責任に基づき積極的な監査を実施しているか。 

（ⅲ）監査役は、監査役及び監査役会を補佐する適切な人材を、適正な規模で確保して

いるか。また、監査役及び監査役会を補佐する者は、監査役の補佐業務の遂行に関

し、取締役及び取締役会からの指揮命令を受けない等の態勢となっているか。 

③【外部専門家及び社外監査役】 

（ⅰ）監査役及び監査役会は、その機能発揮の補完のために、必要に応じ、弁護士・公

認会計士等の外部の専門家を活用しているか。 

（ⅱ）社外監査役は、自らの立場を活かしつつ、監査機能を十分発揮しているか。特に

非常勤社外監査役の場合には、監査機能の発揮のため、常勤監査役との意思疎通・

連携等を十分に図っているか。

 会計監査結果についての検証 

監査役及び監査役会は、会計処理の監査が実効的に行われるよう、定期的又は必

要に応じて随時、会計監査人と協議しているか。 
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監査役及び監査役会は、会計監査人による会計監査のプロセス及び監査結果が相

当なものであるか否かをチェックし、場合によっては、会計監査人の交代等につい

て適切に提言する等の措置を講じているか。

 グループ内会社に対する調査等 

監査役及び監査役会は、グループにおいて適切な内部管理態勢が整備されている

かに留意し、グループ内会社の監査役及び監査役会から、グループ内会社の内部管

理態勢の状況等について報告を受ける等、グループ内会社の監査役及び監査役会と

適宜連携・協力しているか。 

また、監査役は、取締役によるグループの業務の健全性確保のための職務執行状

況を監査する観点から、必要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会

社に対して事業の報告を求め、又はその業務及び財産の状況を調査しているか。 

６．外部監査態勢の整備 

①【会計監査人、弁護士等による内部管理態勢に対する外部監査】 

銀行持株会社は、グループ全体の内部管理態勢の有効性等について、年一回以上、

会計監査人、弁護士等の外部の専門家による外部監査2を受けているか。 

また、取締役会又は監査役会は、監査結果を適時に受領しているか。 

②【外部監査の有効性の分析・評価】 

取締役及び監査役会は、外部監査が有効に機能していることを定期的に確認して

いるか。 

また、取締役及び取締役会等は、グループ内会社において実施された外部監査の

結果についても、必要に応じて適切に報告を受け、問題点を把握する等、グループ

内会社における外部監査が有効に機能していることを把握しているか。 

③【フォローアップ態勢の整備】 

取締役会は、外部監査人により指摘された問題点を一定の期間内に改善する態勢

を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与えると認められる問題

及びグループ内会社のみで対応できないと認められる問題等については、速やかに

適切な措置を講じているか。 

また、内部監査部門等は、改善の進捗状況を適切に確認しているか。 

2 ここに言う外部監査は、会計監査人による財務諸表監査に限定するものではないが、現状では、制度上

義務付けられている財務諸表監査及び同監査手続の一環として実施される内部管理態勢の有効性等の検証

以外の外部監査を義務付けるものではないことに留意する必要がある。

ただし、銀行持株会社が、内部管理態勢の有効性等を確保するため、財務諸表監査と別に外部監査を受

けている場合は、財務諸表監査の結果と併せて、内部管理態勢の有効性等を総合的に検証することとなる。
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Ⅲ．モニタリング及び見直し 

取締役会は、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループにおける業務運営の

状況及びグループが直面するリスクの報告を受け、必要に応じて調査等を実施させ

た上で、グループの経営方針、経営計画、戦略目標、内部管理基本方針、法令等遵

守方針、リスク管理方針その他の方針の有効性・妥当性及びこれらに則ったグルー

プ全体の態勢の実効性を検証し、適時に見直しを行っているか。 

Ⅳ．特に留意すべき個別の問題 

１．グループ内取引等に関する管理 

①【方針の整備・周知】

（ⅰ）取締役は、グループ内取引等について、法令等に則した適切な対応等が行われて

いない場合には、取引の公正性が歪められ、グループの業務の適切性・適法性に重

大な影響を及ぼす可能性があり、また、グループ内取引等に伴うリスクの移転によ

り、個々のグループ内会社では対応できないリスクの波及等が生じ、グループの業

務の健全性に重大な影響を及ぼす可能性があることを十分に認識しているか。

（ⅱ）取締役会は、グループ内取引等に係る基本方針を定め、それを役職員及びグルー

プ内会社に周知させているか。

 ②【グループ内取引等に関する管理態勢の整備】

    取締役会等は、グループ内会社が、グループの経営に重大な影響を与える可能性

のあるグループ内取引等を行おうとする場合には、グループの戦略目標、法令等遵

守方針、リスク管理方針及びグループ内取引等に係る基本方針等に則り、事前にそ

の適切性・適法性について協議する態勢を整備しているか。

特に、アームズ・レングス・ルールの適用のある取引等のグループの法令等遵守

態勢に重大な影響を与える可能性のある取引、又は重大なリスク移転が生じる取引

等のグループのリスク管理態勢に重大な影響を与える可能性のある取引については、

慎重にその適切性・適法性を検討する態勢となっているか。 

２．提携業務等に関する管理 

①【方針の整備・周知】

（ⅰ）取締役は、グループ内の業務提携等に係る業務の実行について、法令等に則した

適切な対応等が行われていない場合には、提携業務等の公正性が歪められ、グルー

プの業務の適切性・適法性に重大な影響を及ぼす可能性があり、また、提携業務等

の実行に伴うリスクの発生等により、グループの業務の健全性に重大な影響を及ぼ
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す可能性があることを十分に認識しているか。

（ⅱ）取締役会は、グループ内の業務提携等に係る基本方針を定め、それを役職員及び

グループ内会社に周知させているか。

 ②【提携業務等に関する管理態勢の整備】

取締役会等は、グループ内でグループの経営に重大な影響を与える可能性のある

業務提携等が行われる場合には、グループの戦略目標、法令等遵守方針、リスク管

理方針及びグループ内の業務提携等に係る基本方針等に則り、事前にその適切性・

適法性について協議する態勢を整備しているか。

特に、優越的地位の濫用、利益相反等のおそれがありグループの法令等遵守態勢

に重大な影響を与える可能性のある業務提携等、重大なリスクが生じるおそれがあ

りグループのリスク管理態勢に重大な影響を与える可能性のある業務提携等、又は

グループの戦略目標の達成に重大な影響を与える可能性のある業務提携等について

は、慎重にその適切性・適法性を検討する態勢となっているか。

３．利益相反に関する管理 

 ①【方針の整備・周知】 

（ⅰ）取締役は、金融持株会社グループによる取引に伴い顧客の利益が不当に害される

ことのないよう、利益相反の管理が適切に行われない場合には、グループの業務の

適切性・適法性に重大な影響を及ぼす可能性があること、及び、金融持株会社グル

ープにおいては、個別のグループ内会社に利益相反の管理を適切に行わせるのみな

らず、グループ全体としての利益相反の管理が必要であることを十分に認識してい

るか。 

（ⅱ）取締役会は、グループ内の利益相反の管理に関する基本方針を定め、それを役職

員及びグループ内会社に周知させているか。 

②【態勢の整備】 

取締役会等は、金融持株会社グループの取引に伴い顧客の利益が不当に害される

おそれのある場合には、利益相反の管理に関する基本方針に則り、利益相反の管理

を適切に行う態勢を整備しているか。 

特に、利益相反を管理・統括する部署をグループ内に設置するなどの方法により、

グループ内の利益相反を一元的に管理できる態勢となっているか。 

４．新規業務に関する管理 

取締役会等は、グループ内会社が、グループの経営に重大な影響を与える可能性

のある新規業務を開始する場合には、グループの戦略目標、法令等遵守方針及びリ

スク管理方針等に則り、事前にその適切性・適法性について協議する態勢を整備し

ているか。また、当該新規業務に係るリスクを特定し、リスク管理に必要なインフ
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ラを整備し、グループとして管理が適切に行われるよう事前に十分な検討を行って

いるか。 

なお、特定されたリスクが管理不可能なものであった場合には、関連する業務か

らの撤退や規模の縮小を行うなど、適切な方策が講じられているか。 

５．反社会的勢力への対応 

 ①【方針の整備・周知】 

（ⅰ）取締役は、断固たる態度で反社会的勢力との関係を遮断し排除することが、金融

機関に対する公共の信頼を維持し、金融機関の業務の適切性及び健全性の確保のた

め不可欠であること、及び、反社会的勢力との関係の遮断に組織的に対応すること

が必要かつ重要であることを十分認識しているか。 

（ⅱ）取締役会は、グループとして反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれら

を排除する方針を明確に示し、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

 ②【態勢の整備】 

取締役会は、グループとして反社会的勢力との関係を遮断し、排除する態勢を整備

しているか。 

６．顧客情報管理 

 ①【方針の整備・周知】 

取締役会は、顧客情報保護の観点から、グループにおける顧客情報の共同利用に

関する方針を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

 ②【態勢の整備】 

    取締役会等は、顧客情報の共同利用に関する方針に則り、グループ内で顧客情報

を共同利用する場合には、個人情報の保護に関する法律、個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン、金融分野における個人情報保護に関するガイドライ

ンその他関連法令等に従い、適切に対応する態勢を整備しているか。

７．危機管理

 ①【危機管理態勢の整備】 

    取締役は、グループ内の一会社においてリスクが顕在化した場合、当該会社のみ

ならず、グループ全体に損害が生じる可能性があることを十分に認識しているか。  

また、取締役会等は、当グループにとって何が危機であるかを適切に認識し、危

機発生時において経営陣による迅速な対応及びリスク軽減措置等の対策を講じるた

め、平時よりグループの危機管理について適切に態勢整備を行っているか。例えば、

危機管理マニュアル等の策定、危機発生時の情報収集及び発信態勢、風評に関する

危機時の対応態勢等のグループの態勢整備が適切に行われているか。 

 ②【危機管理態勢の適切性】 
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（ⅰ）グループにおいて、定期的な点検・訓練を行うなど危機発生時のリスク回避又は

軽減の取組みを行っているか。 

（ⅱ）危機管理マニュアル等には、危機発生の初期段階における的確な状況把握や客観

的な状況判断を行うことの重要性や情報発信の重要性など、初期対応の重要性が盛

り込まれているか。 

（ⅲ）危機管理マニュアル等は、グループにおける業務の実態やリスク管理の変化に応

じ、不断の見直しが行われているか。 

（ⅳ）危機管理マニュアル等には、危機発生時における責任態勢が明確化され、危機発

生時の連絡態勢等が明記されているか。 

（ⅴ）危機発生時のグループの情報発信・収集態勢は、危機のレベル・類型に応じて十

分なものになっているか。また、日頃からグループにおけるきめ細かな情報発信及

び情報収集に努めているか。

８．増資に関する管理 

 ①【態勢の整備】

 （ⅰ）取締役会は、第三者割当増資等に関する法令等遵守の重要性に鑑み、適切に態勢

を整備しているか。

取締役会は、第三者割当増資等に関する法令等遵守の重要性について、役職員及

びグループ内会社に周知させているか。

（ⅱ）取締役会は、会社法、独占禁止法、証券取引法等の法令等の遵守について、必要

に応じ、弁護士や監査法人から文書による意見を求めるなど、適切な対応をとって

いるか。

（ⅲ）取締役会は、第三者割当増資等を行う際に、子会社である銀行が関与する場合に

は、当該銀行においても適切な対応が行われるよう、法令等遵守態勢を整備してい

るか。

②【財産の健全性の確保等】

（ⅰ）割当先名簿の作成及び取得の申込みの勧誘に係る方針は、自己資本としての健全

性の確保等の観点を十分踏まえたものとなっているか。 

（ⅱ）以下のようなケースについての取扱いについて、明確にしているか。 

・ 財務の実態等を勘案すると、返済能力や意思のない先に、子会社である銀行

が直接又は迂回して融資等の信用供与を行い、その融資等の信用供与による資

金で増資払込みを行わせると疑われるようなケース。特に、子会社である銀行

及び増資引受先の双方が、仮装の増資を企図していると疑われるようなケース。 

・ 増資引受先の株式保有リスクを何らかの形で銀行持株会社グループが肩代わ

りしていると疑われるようなケース。 

③【不公正な取引の防止】 
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 （ⅰ）取締役会は、グループにおいて、独占禁止法が禁止している不公正な取引方法（優

越的な地位の濫用等）に該当する行為の発生を防止する措置を講じているか。特に、

子会社である銀行の取引先に対する割当については、不適切な取引を防止する措置

を講じているか。 

（ⅱ）取締役会は、グループにおいて、証券取引法が禁止している不公正な取引（イン

サイダー取引、有利買付け等の表示の禁止等）に該当する行為の発生を防止する措

置を講じているか。 

 ④【適正なディスクロージャーの確保】 

（ⅰ）取締役会は、証券取引法に定める増資手続き（有価証券届出書の提出と勧誘行為、

目論見書の作成・交付、有価証券届出書の効力発生等）の遵守のための措置を講じ

ているか。 

（ⅱ）取締役会は、有価証券届出書及び目論見書作成に当たって、投資家保護上万全を

期すような措置を講じているか。また、真に重要な「リスク情報」を、分かりやす

く、かつ、簡潔に開示しているか。 

・ 「組込方式」又は「参照方式」の有価証券届出書及び目論見書を作成する場

合でも、有価証券届出書の提出日現在の「リスク情報」を記載する必要がある

ことを認識して、対応しているか。 

・ 有価証券届出書提出後においても、投資家保護上重要な事実が発生した場合

には、訂正届出書を提出する必要があることを認識して、対応しているか。 

 （ⅲ）取締役会は、財務内容等について誤認を与えるような表示の防止措置を講じてい

るか。 

・ 増資の勧誘に当たって、目論見書（及び有価証券届出書）以外の情報を利用

する場合、目論見書の内容と異なる内容となっていないか。 

・ 勧誘に当たっての資料が、グループの財務内容について誤認を与えることの

ないよう、適切な措置を講じているか。 

 ⑤【商品性の適切な説明等】 

（ⅰ）取締役会は、増資の勧誘等に際しての説明方法及び内容が、民法、金融商品販売

法等の観点から、適切なものとなっているかを検証する態勢を整備しているか。 

（ⅱ）取締役会は、子会社である銀行が、預金等との誤認を防止するための以下のよう

な措置を講じていることを確認しているか。 

・ 割当先の知識、経験及び財産の状況を踏まえ、書面の交付その他の適切な方

法により、預金等との誤認を防止するための説明を行っているか。 

・ 誤認防止のための説明内容は、預金等ではないこと、預金保険の対象とはな

らないこと、元本が保証されていないこと等を含む十分なものとなっているか。  

⑥【遵守状況の事後的な点検体制の整備】 

取締役会は、増資手続きの進行に応じて、法令等遵守の状況について適切な事後
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点検を行う体制を整備しているか。 

９．経営管理料及び配当に関する管理 

 ①【経営管理料】 

銀行持株会社が子会社である銀行等の経営管理業務に係る対価として当該銀行等

から得ている収入（経営管理料）は、合理的に算定されたものとなっているか。

 ②【配当】 

 銀行持株会社が子会社である銀行等から受け取る配当については、当該銀行等の

自己資本を著しく毀損する等、当該銀行等の業務の健全かつ適切な運営を著しく損

なうようなものとなっていないか。 

10．流動性カバレッジ比率規制に関する管理 

①【算定の正確性】 

国際統一基準適用金融機関にあっては、流動性カバレッジ比率の算定にあたり、

金融検査マニュアル（流動性リスク管理態勢の確認検査用チェックリストⅢ．個別

の問題点３．流動性カバレッジ比率の算定の正確性）を参照すること。 

②【情報開示】 

取締役会等は、法令等に定める流動性に係る経営の健全性の状況に関する情報開

示について、その趣旨を十分に踏まえ、適正かつ適時に開示するための態勢を整備

しているか。 
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グループ自己資本管理態勢の確認検査用チェックリスト

【検証ポイント】 

・ 銀行持株会社における自己資本管理とは、グループの自己資本充実に関する施策の実施、グループの 

自己資本充実度の評価及び連結自己資本比率の算定を行うことをいう。 

・ 銀行持株会社における自己資本管理は、グループの直面するリスクに見合った十分な自己資本を確保

し、適切な資本配賦運営等を行い、グループの業務の健全性及び適切性を確保する観点から極めて重要

であり、経営陣には、これらの態勢の整備・確立を自ら率先して行う役割と責任がある。 

・ 検査官は、①方針の策定、②内部規程・組織体制の整備、③評価・改善態勢の整備がそれぞれ適切に

経営陣によってなされているかといった観点から、自己資本管理態勢が有効に機能しているか否か、経

営陣の役割と責任が適切に果たされているかを各チェック項目を活用して具体的に確認する。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有効に機能してい

ない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性

ある改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 銀行持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、銀行

持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした銀行持株

会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要がある。 

Ⅰ．銀行持株会社の経営陣による自己資本管理態勢の整備・確立状況 

１．方針の策定 

①【取締役の役割・責任】 

取締役は、グループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できな

いグループ体制特有のリスクを認識し、グループの業務の健全性を確保する観点か

ら、グループの自己資本管理の重要性を十分に認識しているか。また、各グループ

内会社の自己資本管理の状況が、資本配賦運営等を含むグループの戦略目標の達成

及びグループのリスク管理に重大な影響を与えることを十分に認識しているか。 

特に担当取締役は、自己資本充実度の評価・モニタリング・コントロール等の手

法及び自己資本管理の重要性を十分に理解し、この理解に基づきグループの自己資

本管理の状況を的確に認識し、適正なグループの自己資本管理態勢の整備・確立に

向けて、方針及び具体的な方策を検討しているか。例えば、担当取締役は自己資本

充実度の評価方法の限界及び弱点を理解し、それを補う方策を検討しているか。 

②【自己資本管理方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの自己資本管理に関する方針（以下「自己資本管理方針」
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という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。例えば、以下の

項目について明確に記載される等、適切なものとなっているか1。 

・ グループの自己資本管理に関する担当取締役及び取締役会等の役割・責任 

・ 十分な自己資本を維持するための基本方針 

・ グループの自己資本管理に関する部門（以下「自己資本管理部門」という。）

の設置、権限の付与等の組織体制に関する方針 

・ 自己資本対比でのリスク許容度に関する方針 

・ 自己資本充実度の評価における自己資本及びリスクの定義 

・ 自己資本充実度の評価、モニタリング及びコントロールに関する方針 

・ 連結自己資本比率の算定に関する方針 

・ 資本配賦運営に関する方針 

③【経営計画の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、経営計画を策定し、役職員及びグルー

プ内会社に周知させているか。グループの経営計画の策定に当たっては、現在及び

将来において必要となるグループの自己資本の額をグループの戦略目標と関連付け

て分析し、戦略目標に照らして望ましいグループの自己資本水準、必要となる資本

調達額、適切な資本調達方法等を踏まえているか。また、グループの自己資本水準

の目標については、リスク・プロファイル及び業務を取り巻く状況との整合性を確

保しているか。

④【資本計画等の整備】 

取締役会は、グループの経営計画、戦略目標及び自己資本管理方針に則り、適切

なグループの自己資本水準の目標を達成するための資本計画等を策定しているか。

銀行持株会社による資本配賦運営については、各グループ内会社のリスクに配賦す

る資本（以下「リスク資本」という。）の算定根拠と各リスク資本枠について、明確

に記載されているか。 

⑤【方針策定プロセスの見直し】 

取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に

見直しているか。 

２．内部規程・組織体制の整備 

 内部規程の整備 

①【内部規程の整備・周知】 

取締役会等は、自己資本管理方針に則り、グループの自己資本管理に関する取決

1 明確に記載されるべき項目を全て包含する統一的な自己資本管理方針を策定する必要はなく、自己資本

管理を行う複数の部門等において定められる複数の方針及び経営計画において、明確に記載されるべき項

目が網羅的に定められていればよい。
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めを明確に定めた内部規程（以下「自己資本管理規程」という。）を自己資本管理部

門に策定させ、役職員及びグループ内会社に周知させているか。取締役会等は、自

己資本管理規程についてリーガル・チェック等を経て、自己資本管理方針に合致す

ることを確認した上で承認しているか。 

②【自己資本充実度の評価における自己資本の定義】 

取締役会等は、グループの自己資本充実度の評価において、評価の基準となる自

己資本の定義を明確に定めているか。自己資本が潜在損失への備えであることを踏

まえ、自己資本充実度の評価に用いる自己資本の定義と、グループの経営方針、経

営計画、戦略目標等との整合性を確保しているか。また、自己資本充実度を評価す

るための自己資本と、自己資本比率規制上の自己資本等との関係に照らし、定義の

決定根拠を明確にしているか。 

 組織体制の整備 

①【自己資本管理部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会等は、自己資本管理方針及び自己資本管理規程に則り、自己資本管理部

門を設置し、適切な役割を担わせる態勢を整備しているか。2

（ⅱ）取締役会等は、自己資本管理部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を有す

る人員を適切な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与えてい

るか。3

（ⅲ）取締役会等は、自己資本管理部門について、組織上及び業務遂行上の独立性を確

保しているか。 

②【情報開示】 

取締役会等は、法令等に定める自己資本充実の状況に関する情報開示について、

その趣旨を十分踏まえ、適正かつ適時に開示するための態勢を整備しているか。 

③【取締役会及び取締役会等への報告・承認態勢の整備】 

取締役会は、グループの自己資本管理の状況に係る報告事項及び承認事項を適切

に設定した上で、自己資本管理部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グル

ープ内会社から報告を受け、取締役会及び取締役会等に対しこれを報告させ、又は

承認を求めさせる態勢を整備しているか。報告内容については、例えば、以下の項

目について、適切に評価・判断できる事項となっているか。特に、グループの経営

に重大な影響を与える事案については、取締役会に対し速やかに報告する態勢を整

備しているか。

2 自己資本管理部門を独立した態様で設置しない場合（例えば、自己資本管理に関する諸機能が複数の異

なる管理部門で分担されている場合のほか、他の業務と兼担する部署（統合的リスク管理部門等）が自己

資本管理を担当する場合や、部門や部署ではなくある責任者が自己資本管理を担当する場合等）には、そ

の態勢のあり方が十分に合理的で、かつ、機能的な側面から見て部門を設置する場合と同様の機能を備え

ているかを検証する。
3 人員の配置及び権限の付与についての権限が取締役会等以外の部署・役職にある場合には、その部署・

役職の性質に照らし、牽制機能が働く等合理的なものとなっているか否かを検証する。
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・ 主要なリスクの水準・傾向及びそれらがグループの自己資本へ与える影響 

・ 自己資本充実度の評価方法（自己資本の定義、管理対象とするリスクの決定

及びリスク評価方法を含む。）の妥当性 

・ 業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに照らしたグループの自己資本

充実の状況 

・ グループの自己資本水準の目標とリスク・プロファイル及び業務を取り巻く

状況についての整合性 

・ グループの資本計画等の見直しの必要性 

④【監査役への報告態勢の整備】 

取締役会は、監査役へ直接報告されるべき事項を特定した場合には、報告事項を

適切に設定した上で自己資本管理部門から直接報告を行わせる態勢を整備している

か。4

 内部規程・組織体制の整備プロセスの見直し 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、内部規程・組織体制の整備プロセスの有効性

を検証し、適時に見直しているか。 

３．評価・改善活動 

 分析・評価 

①【自己資本管理の分析・評価】 

取締役会等は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに

各部門からの報告等のグループの自己資本管理の状況に関する全ての情報に基づき、

グループの自己資本管理の状況を的確に分析し、グループの自己資本管理の実効性

の評価を行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべき点の有無及び

その内容を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証しているか。また、必

要な場合には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会等を設置する等、

その原因究明については万全を期しているか。 

②【分析・評価プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時

に見直しているか。 

 改善活動 

①【改善の実施】 

取締役会等は、上記３． の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて

4 このことは、監査役が自ら報告を求めることを妨げるものではなく、監査役の権限及び活動を何ら制限

するものではないことに留意する。
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改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時適切に当該問題点及びグル

ープの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

②【改善活動の進捗状況】 

取締役会等は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて

随時、検証し、適時適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

③【改善プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直

しているか。 

Ⅱ．自己資本管理部門の役割・責任 

１．自己資本管理規程・組織体制の整備  

 自己資本管理規程の整備 

 ①【自己資本管理規程の整備・周知】 

自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイル並びに自己資

本管理手法を十分に理解し、グループの経営計画、資本計画等及び自己資本管理方

針に沿って、グループの自己資本充実度の評価及びモニタリングの方法を決定し、

これに基づいた自己資本管理規程を策定しているか。自己資本管理規程は、取締役

会等の承認を受けた上で、役職員及びグループ内会社に周知されているか。 

②【自己資本管理規程の内容】 

自己資本管理規程の内容は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに応じ、

グループの自己資本充実度の評価及び連結自己資本比率の算定に必要な取決めを網

羅し、適切に規定されているか。例えば、以下の項目について明確に記載される等、

適切なものとなっているか。5

・ 自己資本管理部門の役割・責任及び組織に関する取決め 

・ リスク資本枠の設定に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定及びリスク評価

方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度のモニタリング方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価方法の定期的な検証に関する取決め 

・ 連結自己資本比率の算定プロセスに関する取決め 

5 明確に記載されるべき項目を全て包含する統一的な自己資本管理規程を策定する必要はなく、自己資本

管理を行う複数の部門等において定められる複数の内部規程において、明確に記載されるべき項目が網羅

的に定められていればよい。
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・ 取締役会及び取締役会等に報告する態勢に関する取決め 

・ グループ内会社からの適切な情報伝達のための取決め 

・ グループの新規業務の自己資本配賦に関する取決め 

 組織体制の整備 

（ⅰ）自己資本管理部門は、リスク・プロファイルに見合った適切なグループの自己資   

本管理及び適切な資本配賦運営を行う観点から、取得すべき情報を特定し、情報保

有部門及びグループ内会社から定期的にかつ必要に応じて速やかに、報告を受ける

態勢を整備しているか。例えば、以下の項目については、適時適切に報告を受けて

いるか。 

・ リスクの状況 

・ リスク限度枠の遵守状況・使用状況 

・ リスク資本枠の遵守状況・使用状況 

・ 収益の状況 

・ リスク評価方法（評価・計測手法、前提条件等）の妥当性 

（ⅱ）自己資本管理部門は、連結自己資本比率を正確に算定する上で、プロセスを明確

化した手順書等を定め、正確な元データを入手し、算定する態勢を整備しているか。 

（ⅲ）自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った信

頼度の高い自己資本充実度評価システム及び連結自己資本比率算定システム6を整備

しているか。 

（ⅳ）自己資本管理部門は、グループの自己資本管理を実効的に行う能力を向上させる

ための研修・教育態勢を整備し、専門性を持った人材の育成を行っているか。 

 自己資本管理規程及び組織体制の見直し 

自己資本管理部門は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理

態勢の実効性を検証し、必要に応じて自己資本管理規程及び組織体制の見直しを行

い、又は取締役会等に対し改善のための提言を行っているか。 

２．自己資本管理部門の役割・責任 

 取締役会及び取締役会等への報告・承認 

自己資本管理部門は、取締役会が設定した事項について、定期的にかつ必要に応じて

速やかに、グループ内会社から報告を受け、取締役会及び取締役会等にこれを報告し、

又は承認を求めているか。また、自己資本管理部門又はグループ内会社において、グル

ープの自己資本管理に影響を与える態勢上の弱点、問題点等を把握した場合、適切に取

締役会及び取締役会等に報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える

事案については、取締役会に対し速やかに報告しているか。 

6 システムには、中央集中型の汎用機システムや分散系システムのほか、EUC（エンド・ユーザー・コン

ピューティング）によるものも含まれることに留意する。
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 自己資本充実に関する施策の実施 

①【自己資本充実に関する施策の実施及びモニタリング】 

（ⅰ）自己資本管理部門は、グループの経営計画、資本計画等に基づき、グループの自

己資本充実に関する施策を円滑に実行しているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、グループの自己資本充実に関する施策の円滑な実行の観点

から、経済循環を含む外部環境の変化について、モニタリングしているか。 

②【自己資本の水準の維持】 

（ⅰ）自己資本管理部門は、グループ内会社の内部環境（リスク・プロファイル、リス

ク限度枠等の使用状況等）及び外部環境（経済循環、市場等）の状況並びに前提条

件等の妥当性のモニタリングの結果を踏まえ、グループの自己資本水準の維持のた

めの十分な分析・検討を行っているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、グループの自己資本充実度が不十分となる場合を想定して、

自己資本増強等の実行可能な対応策を分析・検討しているか。特に、風評リスクの

顕在化等により、通常よりも資本調達が困難となる可能性も踏まえて、検討してい

るか。 

 自己資本充実度の評価 

①【自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定】 

（ⅰ）自己資本管理部門が独自にリスクを特定している場合、自己資本管理部門は、グ

ループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制

特有のリスク、グループ内会社が抱える各種リスクについて、網羅的に洗い出し、

洗い出したリスクの規模・特性を踏まえ、グループの自己資本充実度の評価におい

て管理対象とするリスクを特定しているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、連結自己資本比率の算定において対象としていないリスク

についても管理対象とすべきかを検討しているか。グループの自己資本充実度の評

価において管理対象としないリスクが存在する場合は、その影響が軽微であること

を確認しているか。 

②【自己資本充実度の評価におけるリスク評価方法】 

自己資本管理部門が独自にリスクを評価している場合、自己資本管理部門は、業

務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合ったリスク評価方法を用い、適切

にグループの自己資本充実度におけるリスク評価を行っているか。なお、評価・計

測手法、前提条件等の妥当性について検討しているか。例えば、以下の項目につい

て検討しているか。 

・ 銀行勘定の金利リスク計測におけるコア預金の取扱い及び資産・負債のオプ

ション性リスク（期限前解約リスク・期限前償還リスク等の非線形リスク）等

の計測手法は適切なものとなっているか。 

・ リスク量をシナリオ法で計測している場合、採用するシナリオは適切なもの
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となっているか。 

・ リスク量を統一的な尺度の１つである VaR で計測している場合、計測手法・

保有期間・信頼水準等はグループの戦略目標やリスク・プロファイルに応じて

適切なものとなっているか。 

・ 統合リスク計測手法を用いている場合、各種リスク計測手法間の整合性は確

保され、各リスクを加算する手法は妥当なものとなっているか。 

③【自己資本充実度の評価】 

自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った適

切なグループの自己資本充実度の評価を行っているか。例えば、以下の項目を踏ま

えているか。 

・ 自己資本の質は自己資本充実度の評価に適したものとなっているか。 

・ 自己資本充実度の評価方法及びリスク評価方法は、妥当なものとなっている

か。 

・ リスク評価方法の限界及び弱点を考慮しているか。 

・ 適切なストレス・シナリオを複数作成し、自己資本及びリスクへの影響度を

分析し、自己資本充実度の評価を行っているか。それらのストレス・シナリオ

は自己資本充実度に大きな影響を与える主要なリスクを考慮しているか。 

・ 中長期的な視点で、自己資本充実度の評価を行っているか。 

・ 期待損失に対する貸倒引当金の過不足を考慮しているか。 

・ 損失が顕在化している場合は、自己資本充実度評価の際にその損失を考慮し

ているか。 

・ 収益が低下することによって、損失が見込まれる場合は、収益の変動リスク

について考慮しているか。 

 モニタリング 

①【自己資本充実の状況のモニタリング】 

自己資本管理部門は、自己資本管理方針及び自己資本管理規程に基づき、グルー

プ内会社の内部環境（リスク・プロファイル、リスク限度枠等の使用状況等）や外

部環境（経済循環、市場等）の状況に照らし、グループの自己資本充実の状況を適

切な頻度でモニタリングしているか。また、内部環境及び外部環境の状況並びに前

提条件等の妥当性のモニタリングも行っているか。 

②【グループ内会社等への還元】 

自己資本管理部門は、必要に応じて、関連部門及びグループ内会社に対し、グル

ープの自己資本充実度の状況について評価し、分析・検討した結果等を還元してい

るか。

 コントロール 
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①【管理不可能なリスクが存在する場合の対応】 

自己資本管理部門は、自己資本充実の観点から、グループの自己資本充実度の評

価において管理対象外とするリスクの影響が軽微でない場合や適切な管理が行えな

い管理対象リスクがある場合、当該リスクに関連する業務等の撤退・縮小等の是非

について意思決定できる情報を取締役会及び取締役会等に報告しているか。 

②【自己資本充実度が十分でない場合の対応】 

自己資本管理部門は、グループの自己資本充実度が十分でない場合、速やかに、

自己資本増強等の実行可能な対応策を検討し、取締役が今後の具体的対応について

意思決定できる情報を取締役会及び取締役会等に報告しているか。 

 検証・見直し 

自己資本管理部門は、グループ内会社の内部環境及び外部環境の変化並びに自己

資本充実度の評価方法の限界及び弱点を把握し、グループの戦略目標、業務の規模・

特性及びリスク・プロファイルに見合った適切なグループの自己資本充実度の評価

方法であるかを定期的に検証し、見直しを行い、又は取締役会等が適切に評価及び

判断できる情報を報告しているか。例えば、グループの自己資本充実度に関する以

下の項目について検証し、見直しているか。 

・ 自己資本充実度の評価における自己資本の定義と、グループの経営方針、経

営計画、戦略目標等との整合性及び定義の決定根拠の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価におけるリスク評価方法（評価・計測手法、前提条件

等）の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価方法の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価方法の限界及び弱点を踏まえたグループ運営の適切性 

Ⅲ．個別の問題 

①【連結自己資本比率の算式】 

連結自己資本比率は、国際統一基準適用金融機関にあっては告示7第２条及び第２

条の２、国内基準適用金融機関にあっては告示第14条の定めに従って算出されてい

るか。（ただし、国内基準適用金融機関については、告示第16条の定めに従って、マ

ーケット・リスク相当額に係る額を算入しないことができる。） 

7 「告示」とは、「銀行法第五十二条の二十五の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会

社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基

準」（平成 18年金融庁告示第 20号）をいう。
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②【連結の範囲】 

連結の範囲は、国際統一基準適用金融機関にあっては告示第３条、国内基準適用

金融機関にあっては告示第15条の定めに従っているか。 

③【自己資本の額】 

（ⅰ）国際統一基準適用金融機関 

イ．自己資本の普通株式等Tier１資本に係る基礎項目及び調整項目の額にあっては、

告示第５条、資本バッファーに係る普通株式等Tier１資本の額にあっては、告示

第７条の２の定めに従って算出されているか。 

ロ．自己資本のその他Tier１資本に係る基礎項目及び調整項目の額は、告示第６条

の定めに従って算出されているか。 

ハ．自己資本のTier２資本に係る基礎項目及び調整項目の額は、告示第７条の定め

に従って算出されているか。 

ニ．調整後少数株主持分等の額及び調整項目の額は、告示第８条の定めに従って算

出されているか。 

ホ．自己資本額の適格性について、以下の項目に留意しているか。 

・ 「普通株式」は、告示第５条第３項に掲げる要件の全てを満たしているか。 

・ 「特別目的会社等の発行するその他Tier１資本調達の手段の額」は、告示第

６条第３項に掲げる要件の全てを満たしているか。 

・ 「その他Tier１資本調達手段」は、告示第６条第４項に掲げる要件の全てを

満たしているか。 

・ 「特別目的会社等の発行するTier２資本調達手段の額」は、告示第７条第３

項に掲げる要件の全てを満たしているか。 

・ 「Tier２資本調達手段」は、告示第７条第４項に掲げる要件の全てを満たし

ているか。 

・ 純資産の部に計上される税効果相当額（＝繰延税金資産見合い額）は、「繰延

税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監

査委員会報告第66号）等、税効果会計に関する会計基準・実務指針の趣旨を踏

まえ適正に計上されているか。 

・ 退職給付に係る負債は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号）

に基づき、適切に負債の部（退職給付に係る資産となる場合は資産の部）に計

上されているか。 

・ 意図的に保有している他の金融機関等の普通株式、その他Tier１資本調達手

段及びTier２資本調達手段の額は、適切に調整項目に算入されているか。 

（ⅱ）国内基準適用金融機関 

イ．コア資本に係る基礎項目及び調整項目の額は、告示第17条の定めに従って算出 
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されているか。 

ロ．調整後少数株主持分の額及び調整項目の額は、告示第18条の定めに従って算出 

されているか。 

ハ．自己資本額の適格性について、以下の項目に留意しているか。 

・ 「普通株式」は、告示第17条第３項に掲げる要件の全てを満たしているか。 

・ 「強制転換条項付優先株式」は、告示第17条第４項に掲げる要件の全てを満

たしているか。 

・ 純資産の部に計上される税効果相当額（＝繰延税金資産見合い額）は、「繰延

税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監

査委員会報告第66号）等、税効果会計に関する会計基準・実務指針の趣旨を踏

まえ適正に計上されているか。 

・ 退職給付に係る負債は、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号）

に基づき、適切に負債の部（退職給付に係る資産となる場合は資産の部）に計

上されているか。 

・ 「意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額」は、適切

に調整項目に算入されているか。 

④【信用リスク・アセットの額】 

（ⅰ）信用リスク・アセットの額は、国際統一基準適用金融機関にあっては告示第10条、

国内基準適用金融機関にあっては告示第22条の定めに従って算出されているか。 

（ⅱ）告示第１条第10号で定義する標準的手法採用行に該当する場合は、金融検査マニ

ュアル「信用リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト 別紙 標準的手法の検

証項目リスト」の各項目に着目する。 

（ⅲ）告示第１条第３号で定義する内部格付手法採用行に該当する場合は、金融検査マ

ニュアル「信用リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト 別紙 内部格付手法

の検証項目リスト」の各項目に着目する。 

（ⅳ）信用リスク削減の枠組みにおいて、規制裁定行為が行われていないか。例えば、

信用保証に係るプレミアムや手数料の支払い及びその他の直接・間接に支払われる

費用が、移転される信用リスク量と比較して著しく高い取引により、実質的なリス

ク移転を伴わないまま、短期的に望ましい所要自己資本計算上の取扱いを享受する

一方で、長期間に亘り損失を先送りしていないか。 

⑤【マーケット・リスク相当額の合計額】 

（ⅰ）マーケット・リスク相当額の合計額は、国際統一基準適用金融機関にあっては告

示第11条、国内基準適用金融機関にあっては告示第23条の定めに従って算出されて

いるか。 

（ⅱ）告示第１条第12号の２で定義する内部モデル方式採用行に該当する場合は、金融
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検査マニュアル「市場リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト Ⅲ．４．市場

リスク計測手法」の各項目に着目する。 

⑥【オペレーショナル・リスク相当額の合計額】 

（ⅰ）オペレーショナル・リスク相当額の合計額は、国際統一基準適用金融機関にあっ

ては告示第12条、国内基準適用金融機関にあっては告示第24条の定めに従って算出

されているか。 

（ⅱ）告示第283条に定める粗利益配分手法を用いている場合は、告示第286条に定める

基準を継続して充足しているか。 

（ⅲ）告示第１条第13号で定義する先進的計測手法採用行に該当する場合は、告示第289

条に定めるリスク相当額を算出しているか。また、告示第293条に定める基準を継続

して充足しているか。 

⑦【所要自己資本の下限】 

告示第１条第３号で定義する内部格付手法採用行又は同条第13号で定義する先進

的計測手法採用行に該当する場合は、国際統一基準適用金融機関にあっては告示第

13条、国内基準適用金融機関にあっては告示第25条の定めに従っているか。 
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グループ統合的リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト

【検証ポイント】 

・ 銀行持株会社における統合的リスク管理とは、グループ内会社が抱える各種リスクを統括すること

及びグループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制特有のリス

クを統合的に捉え、グループの経営体力（自己資本）と比較・対照することによって管理することを

いう。 

・ 銀行持株会社における統合的リスク管理態勢の整備・確立は、グループの業務の健全性及び適切性

の観点から極めて重要であり、経営陣には、これらの態勢の整備・確立を自ら率先して行う役割と責

任がある。 

・ 検査官は、銀行持株会社の戦略目標、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った適切

な統合的リスク管理態勢が整備されているかを検証することが重要である。 

・ 検査官は、①方針の策定、②内部規程・組織体制の整備、③評価・改善態勢の整備がそれぞれ適切

に経営陣によってなされているかといった観点から、統合的リスク管理態勢が有効に機能しているか

否か、経営陣の役割と責任が適切に果たされているかを各チェック項目を活用して具体的に確認す

る。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有効に機能して

いない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性

ある改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 銀行持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、銀

行持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした銀行

持株会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要があ

る。 

Ⅰ．銀行持株会社の経営陣による統合的リスク管理態勢の整備・確立状況 

１．方針の策定 

①【取締役の役割・責任】 

取締役は、グループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できな

いグループ体制特有のリスクを認識し、グループの業務の健全性を確保する観点か

ら、グループが抱える各種リスクの統合的な管理の重要性を十分に認識しているか。

また、各グループ内会社のリスク管理の状況が、資本配賦運営等を含むグループの

戦略目標の達成及びグループの統合的なリスク管理に重大な影響を与えることを十

分に認識しているか。 
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特に担当取締役は、グループが抱えるリスクの所在、リスクの種類・特性及びリ

スクの特定・評価・モニタリング・コントロール等の手法並びにグループの統合的

なリスク管理の重要性を十分に理解し、この理解に基づきグループのリスク管理の

状況を的確に認識し、グループの適正な統合的リスク管理態勢の整備・確立に向け

て、方針及び具体的な方策を検討しているか。 

②【戦略目標の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、グループの収益目標、リスク・テイク

の戦略等（資産・負債戦略、リスク・リターン戦略等）を定めた戦略目標を策定し、

役職員及びグループ内会社に周知させているか。グループの戦略目標の策定に当た

っては、グループの資産・負債（オフ・バランスを含む。）の構成、各種リスクを勘

案し、かつグループ全体としての自己資本の状況を踏まえ検討しているか。また、

例えば、以下の項目について留意しているか。

・ グループ全体又はグループ内会社において、どの程度のリスクを取り、どの

程度の収益を目標とするのかを定めるに当たり、リスクを最小限度に抑えるこ

とを目標とするのか、能動的に一定のリスクを引受け、これを管理する中で収

益を上げることを目標とするのか等を明確にしているか。

・ グループの戦略目標は、収益確保を優先するあまり、リスク管理を軽視した

ものになっていないか。特に長期的なリスクを軽視し、短期的な収益確保を優

先した目標の設定や当該目標を反映した業績評価の設定を行っていないか。 

③【統合的リスク管理方針の整備・周知】 

取締役会は、統合的リスク管理に関するグループの方針（以下「統合的リスク管

理方針」という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。例えば、

以下の項目について明確に記載される等、適切なものとなっているか。 

・ グループの統合的リスク管理に関する担当取締役及び取締役会等の役割・責

任 

・ グループの統合的リスク管理に関する部門（以下「統合的リスク管理部門」

という。）の設置、権限の付与等の組織体制に関する方針 

・ リスク限度枠の設定に関する方針 

・ 管理対象とするリスクの特定に関する方針 

・ 統合的なリスクの評価、評価されたリスクのモニタリング、コントロール及

び削減に関する方針 

・ 新規業務1に関する方針 

④【方針策定プロセスの見直し】 

取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に関

する報告・調査結果等を踏まえ、方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に見

1 グループ経営管理（ガバナンス）態勢の確認検査用チェックリストⅣ．３を参照。
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直しているか。

２．内部規程・組織体制の整備 

 内部規程の整備 

取締役会等は、統合的リスク管理方針に則り、統合的リスク管理に関する取決め

を明確に定めた内部規程（以下「統合的リスク管理規程」という。）を統合的リスク

管理部門に策定させ、役職員及びグループ内会社に周知させているか。取締役会等

は、統合的リスク管理規程についてリーガル・チェック等を経て、統合的リスク管

理方針に合致することを確認した上で承認しているか。 

 組織体制の整備 

①【統合的リスク管理部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会等は、統合的リスク管理方針及び統合的リスク管理規程に則り、統合的

リスク管理部門を設置し、適切な役割を担わせる態勢を整備しているか。2

（ⅱ）取締役会等は、統合的リスク管理部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を

有する人員を適切な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与え

ているか。3

（ⅲ）取締役会等は、統合的リスク管理部門について、組織上及び業務遂行上の独立性

を確保しているか。 

②【取締役会等への報告・承認態勢の整備】 

取締役会等は、グループのリスク管理の状況に係る報告事項及び承認事項を適切

に設定した上で、統合的リスク管理部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、

グループ内会社から報告を受け、取締役会等に対しこれを報告させ、又は承認を求

めさせる態勢を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える事案

については、取締役会等に対し速やかに報告させる態勢を整備しているか。 

③【監査役への報告態勢の整備】 

取締役会は、監査役へ直接報告されるべき事項を特定した場合には、報告事項を

適切に設定した上で統合的リスク管理部門から直接報告を行わせる態勢を整備して

いるか。4

 内部規程・組織体制の整備プロセスの見直し 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

2 統合的リスク管理部門を独立した態様で設置しない場合（例えば、他のリスク管理部門と統合した一つ

のリスク管理部門を構成する場合のほか、他の業務と兼担する部署が統合的リスク管理を担当する場合や、

部門や部署ではなく責任者が統合的リスク管理を担当する場合等）には、その態勢のあり方が十分に合理

的で、かつ、機能的な側面から見て部門を設置する場合と同様の機能を備えているかを検証する。
3 人員の配置及び権限の付与についての権限が取締役会等以外の部署・役職にある場合には、その部署・

役職の性質に照らし、牽制機能が働く等合理的なものとなっているか否かを検証する。
4 このことは、監査役が自ら報告を求めることを妨げるものではなく、監査役の権限及び活動を何ら制限

するものではないことに留意する。



銀行持株会社用

- 46 - 

関する報告・調査結果等を踏まえ、内部規程・組織体制の整備プロセスの有効性を

検証し、適時に見直しているか。

３．評価・改善活動 

 分析・評価 

①【統合的リスク管理の分析・評価】 

取締役会等は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに

各部門からの報告等のグループの統合的リスク管理の状況に関する全ての情報に基

づき、グループの統合的リスク管理の状況を的確に分析し、グループの統合的リス

ク管理の実効性の評価を行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべ

き点の有無及びその内容を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証してい

るか。また、必要な場合には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会

等を設置する等、その原因究明については万全を期しているか。 

②【分析・評価プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時に

見直しているか。

 改善活動 

①【改善の実施】 

取締役会等は、上記３．(1)の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて

改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時適切に当該問題点及びグル

ープの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

②【改善活動の進捗状況】 

取締役会等は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて

随時、検証し、適時適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

③【改善プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直し

ているか。 

Ⅱ．統合的リスク管理部門の役割・責任

１．統合的リスク管理規程・組織体制の整備 

 統合的リスク管理規程の整備 

①【統合的リスク管理規程の整備・周知】 
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統合的リスク管理部門は、グループが抱えるリスクの所在、リスクの種類・特性

及び統合的リスク管理手法を十分に理解し、統合的リスク管理方針に沿って、リス

クの特定、評価及びモニタリングの方法を決定し、これに基づいたグループ全体の

リスクのコントロール及び削減に関する取決めを明確に定めた統合的リスク管理規

程を策定しているか。統合的リスク管理規程は、取締役会等の承認を受けた上で、

役職員及びグループ内会社に周知されているか。 

②【統合的リスク管理規程の内容】 

統合的リスク管理規程の内容は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに

応じ、グループが抱える各種リスクの統合的な管理に必要な取決めを網羅し、適切

に規定されているか。例えば、以下の項目について明確に記載される等、適切なも

のとなっているか。 

・ 統合的リスク管理部門の役割・責任及び組織に関する取決め 

・ リスク限度枠の設定に関する取決め 

・ 管理対象とするリスクの特定に関する取決め 

・ 統合的リスク評価方法及び各種リスクの評価方法に関する取決め 

・ 統合的にリスクをモニタリングする方法に関する取決め 

・ 統合的リスク評価方法の定期的な検証に関する取決め 

・ 新規業務に関する取決め 

・ 取締役及び取締役会等に報告する態勢に関する取決め 

・ グループ内会社からの適切な情報伝達のための取決め 

 報告・承認態勢の整備 

統合的リスク管理部門は、取締役会等が設定した事項について、定期的にかつ必

要に応じて速やかに、グループ内会社から報告を受け、取締役会等にこれを報告し、

又は承認を求める態勢を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与

える事案については、取締役会等に対し速やかに報告する態勢を整備しているか。 

 統合的リスク管理規程及び報告・承認態勢の見直し 

統合的リスク管理部門は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの統合的リ

スク管理態勢の実効性を検証し、必要に応じて統合的リスク管理規程及び報告・承

認態勢の見直しを行い、又は取締役会等に対し改善のための提言を行っているか。 

２．統合的リスク管理部門の役割・責任 

【取締役会等への報告・承認】

統合的リスク管理部門は、統合的リスク管理方針及び統合的リスク管理規程に基

づき、グループのリスク管理の状況及び統合的に評価したリスクの状況に関して、

取締役会等が適切に評価及び判断できる情報を、定期的にかつ必要に応じて速やか

に、グループ内会社から報告を受け、取締役会等にこれを報告し、又は承認を求め
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ているか。例えば、以下の項目について報告しているか。 

・ グループ全体のリスク・プロファイル及びその傾向 

・ リスク限度枠及びリスク資本枠の遵守状況及び使用状況 

・ 経済循環等の外部環境の状況 

・ 統合的リスク評価方法の限界及び弱点並びに妥当性 

また、統合的リスク管理部門またはグループ内会社において、グループの統合的

リスク管理に影響を与える態勢上の弱点、問題点等を把握した場合、適切に取締役

会等に報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える事案について

は、取締役会等に対し速やかに報告しているか。

 リスクの特定・評価 

①【管理対象とするリスクの特定】 

（ⅰ）統合的リスク管理部門は、グループ内会社が抱える各種リスクを統合的リスク管

理の管理対象とした上で、グループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社で

は対応できないグループ体制特有のリスクを網羅的に洗い出し、洗い出したリスク

の規模・特性を踏まえ、統合的リスクの管理対象とするリスクを特定しているか。 

（ⅱ）統合的リスク管理部門は、連結自己資本比率の算定において対象としていないリ

スクについても管理対象とすべきかを検討しているか。グループ全体としての統合

的リスク管理の管理対象としないリスクが存在する場合は、その影響が軽微である

ことを確認しているか。 

②【リスクの統合的な評価】 

（ⅰ）統合的リスク管理部門は、統合的リスク管理の管理対象とする各種リスクを統合

的に評価・計測しているか。 

（ⅱ）統合的リスク管理部門は、グループに重大な影響を及ぼしうる事象を包括的に捉

えたストレス・シナリオ等を用いて、リスクを統合的に評価・計測しているか。 

 モニタリング 

①【リスク全体の統合的なモニタリング】 

統合的リスク管理部門は、統合的リスク管理方針に基づき、グループ内会社の内

部環境（リスク・プロファイル、リスク限度枠等の使用状況等）や外部環境（経済

循環、市場等）の状況に照らし、グループ内会社のリスク全体の状況を統合的に適

切な頻度でモニタリングしているか。 

②【リスク限度枠の遵守状況等のモニタリング】 

統合的リスク管理部門は、グループのリスク限度枠（グループとして許容可能な

各リスクの限度）及びリスク資本枠の遵守状況及び使用状況について、定期的にモ

ニタリングしているか。 

③【自己資本管理部門との連携】 

統合的リスク管理部門は、自己資本管理部門に対し、自己資本管理部門が取得す
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べき情報として特定したリスクの状況、リスク限度枠及びリスク資本枠の遵守状

況・使用状況並びにリスク評価・計測手法、前提条件等の妥当性等の情報を、適時

適切に伝達しているか。 

④【グループ内会社への還元】 

統合的リスク管理部門は、必要に応じて、グループ内会社に対し、リスクの状況

について評価し、分析・検討した結果等を還元しているか。 

 コントロール及び削減 

①【管理不可能なリスクが存在する場合の対応】 

統合的リスク管理部門は、グループの統合的リスク管理の管理対象外とするリス

クの影響が軽微でない場合や適切な管理が行えない管理対象リスクがある場合、当

該リスクに関連する業務等の撤退・縮小等の是非について意思決定できる情報を取

締役会等に報告しているか。 

②【リスク限度枠等を超過した場合の対応】 

統合的リスク管理部門は、グループのリスク限度枠又はリスク資本枠を超過した

場合、速やかに、リスクの削減又はリスク限度枠等の変更の是非について意思決定

できる情報を取締役会等に報告しているか。 

 検証・見直し 

①【リスク管理の高度化】 

統合的リスク管理部門は、統合的リスク評価方法の限界及び弱点を把握するため

の検証を実施し、それを補うための方策を検討しているか。また、限界及び弱点を

踏まえ、リスク・プロファイルに見合ったリスク管理の高度化に向けた、調査・分

析及び検討を実施しているか。 

②【統合的リスク管理方法の検証・見直し】 

統合的リスク管理部門は、グループ内会社の内部環境及び外部環境の変化並びに

統合的リスク評価方法の限界及び弱点を把握し、グループの戦略目標、業務の規模・

特性及びリスク・プロファイルに見合った適切な統合的リスク管理方法であるかを

定期的に検証し、見直しているか。例えば、以下の項目について検証し、見直して

いるか。 

・ 統合的リスク管理の管理対象とするリスクの特定の妥当性 

・ 統合的リスク評価方法の妥当性 

・ 統合的リスク評価方法の限界及び弱点を踏まえた運営の適切性 
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Ⅱ．保険持株会社に係るチェックリスト 
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グループ経営管理（ガバナンス）態勢の確認検査用チェックリスト 

【検証ポイント】

・ 保険持株会社グループにおいて、子会社である保険会社の業務の健全性及び適切性を確保するために

は、適切なグループ経営管理（ガバナンス）のもと、グループ全体として法令等遵守、顧客保護等の徹

底及び各種リスクの的確な管理が行われる必要がある。 

・ グループの経営管理（ガバナンス）が有効に機能するためには、保険持株会社及び各グループ内会社

の規模・特性等に応じた役割及び責任等を明確にした上、これらが実効的に果たされなければならない。

具体的には、保険持株会社は、その役割及び責任等に応じ、グループ全体としての経営方針等を定め、

グループの状況を適切に把握した上、適切な資源配分等を行うなどし、グループの適切な態勢整備を行

う必要がある。 

・ 検査官は、グループ内会社も独立した法人として自己責任に基づく内部管理を行うこと、また、グル

ープ内会社の業務の健全性・適切性の確保は子会社である保険会社の業務の健全性・適切性の確保のた

めに必要であること等に留意しつつ、①グループの経営方針等の策定、②グループ内会社管理態勢の整

備・確立、③モニタリング及び見直し、④グループ体制において特に留意すべき個別の問題への対応の

適切性といった観点から、保険持株会社の経営管理（ガバナンス）が全体として有効に機能しているか

否かについて、各チェック項目を活用して具体的に確認する。 

・ 本チェックリストでは、保険持株会社の業務の中心が子会社である保険会社の経営管理業務であるこ

とに鑑み、保険持株会社によるグループ内会社管理態勢の整備・確立の適切性・有効性等に関する検証

項目として主要なものを記載している。検査官は、本チェックリストに記載のない事項（例えば、内部

監査部門による保険持株会社内各部門に対する内部監査の適切性等）を検証するに際しては、保険検査

マニュアルの該当部分を適宜用いて検証を行うことに留意する。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を保険持株会社の経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有

効に機能していない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性あ

る改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 保険持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、保険

持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした保険持株

会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要がある。

Ⅰ．グループの経営方針等の策定 

１．経営方針等の策定 

①【企業倫理の構築及び態勢整備】 

取締役及び取締役会は、金融機関に求められる社会的責任と公共的使命等を柱と
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した企業倫理の構築をグループ経営上の重要課題として位置付け、それを具体的に

担保するための態勢を整備しているか。 

②【経営方針・経営計画等の整備・周知】

取締役会は、グループが目指す目標の達成に向けた経営方針を明確に定めている

か。また、取締役会は、グループの経営方針に沿ったグループ全体の経営計画を明

確に定め、これらを役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

③【戦略目標の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、グ

ループ全体の収益目標及びそれに向けたリスクテイクやグループ内の資源配分（資

本配賦、人員配置等）等に関するグループ全体の戦略目標を明確に定め、役職員及

びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の戦略目標について、グルー

プの戦略目標と整合性がとれたものとなっていることを確認しているか。 

④【内部管理基本方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、業

務の健全性・適切性を確保するための態勢の整備に係るグループの基本方針（以下

「内部管理基本方針」という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させてい

るか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の内部管理基本方針について、

グループの内部管理基本方針と整合性がとれたものとなっていることを確認してい

るか。 

⑤【法令等遵守方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、法

令等遵守態勢の整備に係るグループの基本方針（以下「法令等遵守方針」という。）

を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の法令等遵守方針について、

グループの法令等遵守方針と整合性がとれたものとなっていることを確認している

か。 

⑥【リスク管理方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、代表取締役等に委任することなく、リ

スク管理態勢の整備に係るグループの基本方針（以下「リスク管理方針」という。）

を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別のリスク管理方針について、

グループのリスク管理方針と整合性がとれたものとなっていることを確認している

か。 
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２．保険持株会社及びグループ内会社の役割等の明確化 

①【保険持株会社の役割等の明確化】 

取締役会は、グループ内会社の業務運営にどの程度関与するか、どのように関与

するか等、グループにおける保険持株会社の役割及び責任を明確化する観点から、

グループの経営方針等を踏まえ、保険持株会社が行う「経営管理及びこれに附帯す

る業務」（以下「経営管理業務」という。）の範囲及び内容を明確に定め、役職員及

びグループ内会社に周知させているか。 

②【グループ内会社の役割等の明確化】 

取締役会は、グループ全体の戦略目標、法令等遵守態勢及びリスク管理態勢等に

おける各グループ内会社の位置付け、役割及び責任を明確化し、それらに応じたグ

ループの管理態勢を整備しているか。また、各グループ内会社の位置付け、役割及

び責任が達成されているかについて、モニタリングする態勢を整備しているか。 

Ⅱ．グループ内会社管理態勢の整備・確立状況 

１．取締役・取締役会の役割・責任等 

①【取締役・代表取締役の役割・責任】 

（ⅰ）取締役は、保険持株会社及びグループ内会社に適用される各種法令等の概要、適

切な会計処理及びディスクロージャーの重要性、各種リスクの特性の概要、リスク

の波及等のグループ体制特有のリスクの管理を含むグループ全体のリスク管理の重

要性を理解し、法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理をグループ経営上の重要課

題の一つとして位置付けているか。また、法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理

の徹底における監査役の監査、内部監査1、外部監査の重要性を認識しているか。 

（ⅱ）代表取締役は、グループの経営方針、戦略目標、内部管理基本方針、法令等遵守

方針及びリスク管理方針等に沿って、グループ内の適切な資源配分（資本配賦、人

員配置等）を行い、かつそれらの状況を機動的に管理する態勢を整備するため、適

切に権限を行使しているか。 

②【代表取締役に対する牽制】

取締役は、業務執行に当たる代表取締役の独断専行を牽制・抑止し、適切な業務

執行を実現する観点から、取締役会において実質的議論を行い、業務執行の意思決

1 「内部監査」とは、被監査部門等から独立した内部監査部門が、被監査部門等における内部管理態勢等

の適切性、有効性を検証するプロセスである。このプロセスは、被監査部門等における内部事務処理等の

問題点の発見・指摘にとどまらず、内部管理態勢等の評価及び問題点の改善方法の提言等まで行うもので

あり、原則として、内部管理の一環として被監査部門等の実施する部内検査等を含まない。以下同じ。

なお、「被監査部門等」には、内部監査部門が、保険持株会社の経営管理業務の範囲及び内容に鑑み、必

要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会社に対して直接内部監査を実施する場合における

グループ内会社の部門等が含まれることに留意する。
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定及び業務執行の監督の職責を果たしているか。 

例えば、取締役会規則において、グループの法令等遵守、顧客保護等及びリスク

管理に関する事項のうち、グループの経営にとって重大な影響があるものを取締役

会の専決事項とした上、重大性の判断を代表取締役に委ねない等の態勢となってい

るか。 

③【社外取締役の役割・責任】（社外取締役が選任されている場合） 

社外取締役は、グループ経営の意思決定の客観性を確保する観点から、自らの意

義を認識し、積極的に取締役会に参加しているか。取締役会は、社外取締役が取締

役会において適切な判断をすることができるよう、社外取締役に対し、グループの

業務運営及びリスク管理等の状況に関する情報提供を継続的に行う等、適切な方策

を講じる態勢を整備しているか。 

④【取締役の善管注意義務・忠実義務】 

取締役は、職務の執行に当たり、グループの業務の健全かつ適切な運営を確保す

る観点から、取締役会等において実質的議論を行う等、善管注意義務・忠実義務を

十分果たしているか。 

⑤【情報開示態勢の整備】 

取締役会は、グループの財務情報その他グループに関する情報を適正かつ適時に

開示するための態勢を整備しているか。 

⑥【適切な会計処理態勢の整備】 

取締役会は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に則り、適切な会計処

理を行うための態勢を整備しているか。 

２．組織体制の整備 

取締役は、グループ内で人員の偏在、人的構成の不均衡等が生じれば、グループ  

全体の法令等遵守態勢及びリスク管理態勢等に重大な影響を与えることを十分に認

識し、取締役会等は、適切にグループ内の人員配置を行っているか。また、グルー

プ内会社間で役職員を兼担させる場合には、適切な牽制態勢を整備しているか。

３．保険持株会社への報告・承認態勢の整備 

（ⅰ）取締役会等は、報告事項及び承認事項を適切に設定して、グループ内会社に周知

させ、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループ内会社から保険持株会社に対

し状況を報告させ、又は承認を求めさせる態勢を整備しているか。特に、グループ

の経営に重大な影響を与える事案については、保険持株会社に対し速やかに報告さ

せる態勢を整備しているか。

（ⅱ）報告事項及び承認事項は、取締役会等がグループの状況・事案の実態を把握する

のに十分な内容となっているか。 



保険持株会社用

- 57 - 

４．内部監査態勢の整備 

 取締役会及び取締役会等による内部監査態勢の整備 

①【方針の策定】 

（ⅰ）取締役は、グループの業務の規模・特性、業務に適用される法令等の内容及びリ

スク・プロファイルに応じた実効性あるグループの内部監査態勢を整備することが、

グループ内会社の適切な法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理に必要不可欠であ

ることを十分に認識しているか。特に、担当取締役は、グループの内部監査態勢の

状況を的確に認識し、適正な内部監査態勢の整備・確立に向けた方針及び具体的な

方策を検討しているか。 

 （ⅱ）取締役会は、グループの経営方針及び内部管理基本方針に則り、内部監査の実効

性の確保に向けたグループの基本方針（以下「内部監査方針」という。）を定め、役

職員及びグループ内会社に周知させているか。 

また、取締役会は、グループ内会社が策定した個別の内部監査方針について、グ

ループの内部監査方針と整合性がとれたものとなっていることを確認しているか。 

②【内部監査部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会は、グループの内部監査方針に則り、保険持株会社に、グループ内会社

の内部監査機能を統括し、グループ内会社の内部管理態勢の適切性・有効性を検証

する内部監査部門を設置し、その機能が十分発揮される態勢を整備しているか。 

（ⅱ）取締役会等は、内部監査部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を有する人

員を適正な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与えているか。 

（ⅲ）取締役会は、内部監査部門について、組織上及び業務遂行上の独立性を確保して

いるか。 

（ⅳ）取締役会は、内部監査部門の業務、権限及び責任の範囲等を役職員及びグループ

内会社に周知徹底する態勢を整備しているか。 

③【報告態勢の整備】 

取締役会は、内部監査部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループに

おける内部監査の結果について報告させる態勢を整備しているか。特に、グループ

の経営に重大な影響を与える事案については、取締役会に対し速やかに報告させる

態勢を整備しているか。

 ④【フォローアップ態勢の整備】 

取締役会は、内部監査部門から、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループ

内会社の状況に関する報告を受け、グループ内会社における内部監査が有効に機能

していることを確認しているか。また、グループの経営に重大な影響を与えると認

められる問題及びグループ内会社のみで対応できないと認められる問題等について、

速やかに適切な措置を講じているか。 
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 内部監査部門の役割・責任 

①【グループにおける内部監査】 

内部監査部門は、グループ内会社の内部監査部門から、定期的にかつ必要に応じ

て速やかに、グループ内会社の内部監査状況の報告を受け、グループ内会社の内部

監査機能の有効性を検証するなどし、グループ内会社の内部管理態勢の適切性・有

効性を検証しているか。 

   また、内部監査部門は、保険持株会社の経営管理業務の範囲及び内容に鑑み、必

要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会社の業務について直接内部

監査を実施しているか。 

②【問題点の把握・報告】 

（ⅰ）内部監査部門は、グループにおける内部監査等を通じて把握したグループ内の問

題点等について、発生頻度、重要度及び原因等を分析した上、遅滞なく取締役会に

報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与えると認められる問題点

又は顧客の利益が著しく阻害される問題点は、速やかに取締役会に報告しているか。 

（ⅱ）内部監査部門は、グループにおける内部監査等において法令等違反行為又はその

おそれのある行為を認識した場合、速やかに保険持株会社のコンプライアンス統括

部門に報告しているか。また、グループ内会社の内部監査の結果を分析して問題点

等を的確に指摘し、定期的にかつ必要に応じて速やかに、これをコンプライアンス

統括部門に通知しているか。 

③【フォローアップ態勢の整備】 

内部監査部門は、グループ内会社における改善状況について、適切に確認してい

るか。

 評価・改善活動 

①【分析・評価】 

（ⅰ）取締役会は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに保

険持株会社の各部門からの報告等のグループの内部監査の状況に関する情報に基づ

き、グループの内部監査の状況を的確に把握し、内部監査の実効性の分析・評価を

行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべき点の有無及びその内容

を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証しているか。また、必要な場合

には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会等を設置する等、その原

因究明については万全を期しているか。 

（ⅱ）取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの内部監査の状況に関す

る報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時に見直

しているか。 

②【改善活動】 

（ⅰ）取締役会は、上記４． ①の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて
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改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時かつ適切に当該問題点及び

グループの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

（ⅱ）取締役会は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて随

時、検証し、適時かつ適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

（ⅲ）取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの内部監査の状況に関す

る報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直してい

るか。

５．監査役・監査役会の監査態勢の整備 

 監査役の監査環境の整備 

①【監査環境の整備】 

監査役は、その職務を適切に遂行するため、取締役、会計監査人、内部監査部門、

コンプライアンス統括部門、グループ内会社の取締役及び監査役等との間の緊密な

連携を図り、定期的な報告を求める等、情報の収集及び監査の環境の整備に努めて

いるか。 

②【独立性の確保等】 

（ⅰ）保険持株会社が監査役会を設置している場合、監査役会は、各監査役の権限行使

を妨げない限度において、監査役や他の関係者から監査に関する重要な事項につい

て報告を受け、協議及び決議を行っているか。 

（ⅱ）監査役及び監査役会は、組織上及び業務の遂行上、独立性が確保される態勢とな

っているか。特に、監査役の調査権限及び報告権限を妨げることや、監査費用支出

に不合理な制限を設けることを排除し、監査役の独立性を確保しているか。 

また、監査役会が設けられている場合であっても、各監査役は、あくまでも独任

制の機関として、自己の責任に基づき積極的な監査を実施しているか。 

（ⅲ）監査役は、監査役及び監査役会を補佐する適切な人材を、適正な規模で確保して

いるか。また、監査役及び監査役会を補佐する者は、監査役の補佐業務の遂行に関

し、取締役及び取締役会からの指揮命令を受けない等の態勢となっているか。 

③【外部専門家及び社外監査役】 

（ⅰ）監査役及び監査役会は、その機能発揮の補完のために、必要に応じ、弁護士・公

認会計士等の外部の専門家を活用しているか。 

（ⅱ）社外監査役は、自らの立場を活かしつつ、監査機能を十分発揮しているか。特に

非常勤社外監査役の場合には、監査機能の発揮のため、常勤監査役との意思疎通・

連携等を十分に図っているか。

 会計監査結果についての検証 

監査役及び監査役会は、会計処理の監査が実効的に行われるよう、定期的又は必

要に応じて随時、会計監査人と協議しているか。 
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監査役及び監査役会は、会計監査人による会計監査のプロセス及び監査結果が相

当なものであるか否かをチェックし、場合によっては、会計監査人の交代等につい

て適切に提言する等の措置を講じているか。

 グループ内会社に対する調査等    

 監査役及び監査役会は、グループにおいて適切な内部管理態勢が整備されている

かに留意し、グループ内会社の監査役及び監査役会から、グループ内会社の内部管

理態勢の状況等について報告を受ける等、グループ内会社の監査役及び監査役会と

適宜連携・協力しているか。 

また、監査役は、取締役によるグループの業務の健全性確保のための職務執行状

況を監査する観点から、必要に応じて、法令等に抵触しない範囲で、グループ内会

社に対して事業の報告を求め、又はその業務及び財産の状況を調査しているか。 

６．外部監査態勢の整備 

①【会計監査人、弁護士等による内部管理態勢に対する外部監査】 

保険持株会社は、グループ全体の内部管理態勢の有効性等について、年一回以上、

会計監査人、弁護士等の外部の専門家による外部監査2を受けているか。 

また、取締役会又は監査役会は、監査結果を適時に受領しているか。 

②【外部監査の有効性の分析・評価】 

取締役及び監査役会は、外部監査が有効に機能していることを定期的に確認して

いるか。 

また、取締役及び取締役会等は、グループ内会社において実施された外部監査の

結果についても、必要に応じて適切に報告を受け、問題点を把握する等、グループ

内会社における外部監査が有効に機能していることを把握しているか。 

③【フォローアップ態勢の整備】 

取締役会は、外部監査人により指摘された問題点を一定の期間内に改善する態勢

を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与えると認められる問題

及びグループ内会社のみで対応できないと認められる問題等については、速やかに

適切な措置を講じているか。 

また、内部監査部門等は、改善の進捗状況を適切に確認しているか。 

2 ここに言う外部監査は、会計監査人による財務諸表監査に限定するものではないが、現状では、制度上

義務付けられている財務諸表監査及び同監査手続の一環として実施される内部管理態勢の有効性等の検証

以外の外部監査を義務付けるものではないことに留意する必要がある。

ただし、保険持株会社が、内部管理態勢の有効性等を確保するため、財務諸表監査と別に外部監査を受

けている場合は、財務諸表監査の結果と併せて、内部管理態勢の有効性等を総合的に検証することとなる。
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Ⅲ．モニタリング及び見直し 

取締役会は、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グループにおける業務運営の

状況及びグループが直面するリスクの報告を受け、必要に応じて調査等を実施させ

た上で、グループの経営方針、経営計画、戦略目標、内部管理基本方針、法令等遵

守方針、リスク管理方針その他の方針の有効性・妥当性及びこれらに則ったグルー

プ全体の態勢の実効性を検証し、適時に見直しを行っているか。 

Ⅳ．特に留意すべき個別の問題 

１．グループ内取引等に関する管理 

①【方針の整備・周知】

（ⅰ）取締役は、グループ内取引等について、法令等に則した適切な対応等が行われて

いない場合には、取引の公正性が歪められ、グループの業務の適切性・適法性に重

大な影響を及ぼす可能性があり、また、グループ内取引等に伴うリスクの移転によ

り、個々のグループ内会社では対応できないリスクの波及等が生じ、グループの業

務の健全性に重大な影響を及ぼす可能性があることを十分に認識しているか。

（ⅱ）取締役会は、グループ内取引等に係る基本方針を定め、それを役職員及びグルー

プ内会社に周知させているか。

 ②【グループ内取引等に関する管理態勢の整備】

    取締役会等は、グループ内会社が、グループの経営に重大な影響を与える可能性

のあるグループ内取引等を行おうとする場合には、グループの戦略目標、法令等遵

守方針、リスク管理方針及びグループ内取引等に係る基本方針等に則り、事前にそ

の適切性・適法性について協議する態勢を整備しているか。

特に、アームズ・レングス・ルールの適用のある取引等のグループの法令等遵守

態勢に重大な影響を与える可能性のある取引、又は重大なリスク移転が生じる取引

等のグループのリスク管理態勢に重大な影響を与える可能性のある取引については、

慎重にその適切性・適法性を検討する態勢となっているか。 

２．提携業務等に関する管理 

①【方針の整備・周知】

（ⅰ）取締役は、グループ内の業務提携等に係る業務の実行について、法令等に則した

適切な対応等が行われていない場合には、提携業務等の公正性が歪められ、グルー

プの業務の適切性・適法性に重大な影響を及ぼす可能性があり、また、提携業務等

の実行に伴うリスクの発生等により、グループの業務の健全性に重大な影響を及ぼ
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す可能性があることを十分に認識しているか。

（ⅱ）取締役会は、グループ内の業務提携等に係る基本方針を定め、それを役職員及び

グループ内会社に周知させているか。

②【提携業務等に関する管理態勢の整備】

取締役会等は、グループ内でグループの経営に重大な影響を与える可能性のある

業務提携等が行われる場合には、グループの戦略目標、法令等遵守方針、リスク管

理方針及びグループ内の業務提携等に係る基本方針等に則り、事前にその適切性・

適法性について協議する態勢を整備しているか。

特に、優越的地位の濫用、利益相反等のおそれがありグループの法令等遵守態勢

に重大な影響を与える可能性のある業務提携等、重大なリスクが生じるおそれがあ

りグループのリスク管理態勢に重大な影響を与える可能性のある業務提携等、又は

グループの戦略目標の達成に重大な影響を与える可能性のある業務提携等について

は、慎重にその適切性・適法性を検討する態勢となっているか。

３．利益相反に関する管理 

 ①【方針の整備・周知】 

（ⅰ）取締役は、保険持株会社グループによる取引に伴い顧客の利益が不当に害される

ことのないよう、利益相反の管理が適切に行われない場合には、グループの業務の

適切性・適法性に重大な影響を及ぼす可能性があること、及び、保険持株会社グル

ープにおいては、個別のグループ内会社に利益相反の管理を適切に行わせるのみな

らず、グループ全体としての利益相反の管理が必要であることを十分に認識してい

るか。 

（ⅱ）取締役会は、グループ内の利益相反の管理に関する基本方針を定め、それを役職

員及びグループ内会社に周知させているか。 

②【態勢の整備】 

取締役会等は、保険持株会社グループの取引に伴い顧客の利益が不当に害される

おそれのある場合には、利益相反の管理に関する基本方針に則り、利益相反の管理

を適切に行う態勢を整備しているか。 

特に、利益相反を管理・統括する部署をグループ内に設置するなどの方法により、

グループ内の利益相反を一元的に管理できる態勢となっているか。 

４．新規業務に関する管理 

取締役会等は、グループ内会社が、グループの経営に重大な影響を与える可能性

のある新規業務を開始する場合には、グループの戦略目標、法令等遵守方針及びリ

スク管理方針等に則り、事前にその適切性・適法性について協議する態勢を整備し

ているか。また、当該新規業務に係るリスクを特定し、リスク管理に必要なインフ
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ラを整備し、グループとして管理が適切に行われるよう事前に十分な検討を行って

いるか。 

なお、特定されたリスクが管理不可能なものであった場合には、関連する業務か

らの撤退や規模の縮小を行うなど、適切な方策が講じられているか。 

５．反社会的勢力への対応 

 ①【方針の整備・周知】 

（ⅰ）取締役は、断固たる態度で反社会的勢力との関係を遮断し排除することが、保険

会社に対する公共の信頼を維持し、保険会社の業務の適切性及び健全性の確保のた

め不可欠であること、及び、反社会的勢力との関係の遮断に組織的に対応すること

が必要かつ重要であることを十分認識しているか。 

（ⅱ）取締役会は、グループとして反社会的勢力との関係を遮断し、断固としてこれら

を排除する方針を明確に示し、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

 ②【態勢の整備】 

取締役会は、グループとして反社会的勢力との関係を遮断し、排除する態勢を整備

しているか。 

６．顧客情報管理 

 ①【方針の整備・周知】 

取締役会は、顧客情報保護の観点から、グループにおける顧客情報の共同利用に

関する方針を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。 

②【態勢の整備】 

    取締役会等は、顧客情報の共同利用に関する方針に則り、グループ内で顧客情報

を共同利用する場合には、個人情報の保護に関する法律、個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン、金融分野における個人情報保護に関するガイドライ

ンその他関連法令等に従い、適切に対応する態勢を整備しているか。

７．危機管理

 ①【危機管理態勢の整備】 

    取締役は、グループ内の一会社においてリスクが顕在化した場合、当該会社のみ

ならず、グループ全体に損害が生じる可能性があることを十分に認識しているか。  

また、取締役会等は、当グループにとって何が危機であるかを適切に認識し、危

機発生時において経営陣による迅速な対応及びリスク軽減措置等の対策を講じるた

め、平時よりグループの危機管理について適切に態勢整備を行っているか。例えば、

危機管理マニュアル等の策定、危機発生時の情報収集及び発信態勢、風評に関する
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危機時の対応態勢等のグループの態勢整備が適切に行われているか。 

 ②【危機管理態勢の適切性】 

（ⅰ）グループにおいて、定期的な点検・訓練を行うなど危機発生時のリスク回避又は

軽減の取組みを行っているか。 

（ⅱ）危機管理マニュアル等には、危機発生の初期段階における的確な状況把握や客観

的な状況判断を行うことの重要性や情報発信の重要性など、初期対応の重要性が盛

り込まれているか。 

（ⅲ）危機管理マニュアル等は、グループにおける業務の実態やリスク管理の変化に応

じ、不断の見直しが行われているか。 

（ⅳ）危機管理マニュアル等には、危機発生時における責任態勢が明確化され、危機発

生時の連絡態勢等が明記されているか。 

（ⅴ）危機発生時のグループの情報発信・収集態勢は、危機のレベル・類型に応じて十

分なものになっているか。また、日頃からグループにおけるきめ細かな情報発信及

び情報収集に努めているか。

８．経営管理料及び配当に関する管理 

 ①【経営管理料】 

保険持株会社が子会社である保険会社等の経営管理業務に係る対価として当該保

険会社等から得ている収入（経営管理料）は、合理的に算定されたものとなってい

るか。

 ②【配当】 

 保険持株会社が子会社である保険会社等から受け取る配当については、当該保険

会社等の自己資本を著しく毀損する等、当該保険会社等の業務の健全かつ適切な運

営を著しく損なうようなものとなっていないか。
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グループ自己資本管理態勢の確認検査用チェックリスト

【検証ポイント】 

・ 保険持株会社における自己資本管理とは、グループの自己資本充実に関する施策の実施及びグループ

の自己資本充実度の評価を行うことをいう。 

・ 保険持株会社における自己資本管理は、グループの直面するリスクに見合った十分な自己資本を確保

し、適切な資本配賦運営等を行い、グループの業務の健全性及び適切性を確保する観点から極めて重要

であり、経営陣には、これらの態勢の整備・確立を自ら率先して行う役割と責任がある。 

・ 検査官は、①方針の策定、②内部規程・組織体制の整備、③評価・改善態勢の整備がそれぞれ適切に

経営陣によってなされているかといった観点から、自己資本管理態勢が有効に機能しているか否か、経

営陣の役割と責任が適切に果たされているかを各チェック項目を活用して具体的に確認する。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有効に機能してい

ない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性あ

る改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 保険持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、保険

持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした保険持株

会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要がある。 

Ⅰ．保険持株会社の経営陣による自己資本管理態勢の整備・確立状況 

１．方針の策定 

①【取締役の役割・責任】 

取締役は、グループ内のリスクの波及等（例えば、リスクの波及、グループ内取

引、リスクの集中、新規事業参入又は既存事業からの撤退、保証やリスクの移転、

流動性、オフバランス取引のエクスポージャー、資本のダブル･ギアリング、マルチ

プル・ギアリング1等）、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制特有の

リスク（保険グループが、より大きなグループの一部を構成しているために生じる

グループリスクが存在する場合には、そのリスクも含む。）を認識し、グループの業

務の健全性を確保する観点から、グループの自己資本管理の重要性を十分に認識し

ているか。また、各グループ内会社の自己資本管理の状況が、資本配賦運営等を含

むグループの戦略目標の達成及びグループのリスク管理に重大な影響を与えること

を十分に認識しているか。 

特に担当取締役は、自己資本充実度の評価・モニタリング・コントロール等の手

1 金融コングロマリット監督指針により排除されるものを除く。
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法及び自己資本管理の重要性を十分に理解し、この理解に基づきグループの自己資

本管理の状況を的確に認識し、適正なグループの自己資本管理態勢の整備・確立に

向けて、方針及び具体的な方策を検討しているか。例えば、担当取締役は自己資本

充実度の評価方法の限界及び弱点を理解し、それを補う方策を検討しているか。 

②【自己資本管理方針の整備・周知】 

取締役会は、グループの自己資本管理に関する方針（以下「自己資本管理方針」

という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。例えば、以下の

項目について明確に記載される等、適切なものとなっているか2。 

・ グループの自己資本管理に関する担当取締役及び取締役会等の役割・責任 

・ 十分な自己資本を維持するための基本方針 

・ グループの自己資本管理に関する部門（以下「自己資本管理部門」という。）

の設置、権限の付与等の組織体制に関する方針 

・ 自己資本対比でのリスク許容度に関する方針 

・ 自己資本充実度の評価における自己資本及びリスクの定義 

・ 自己資本充実度の評価、モニタリング及びコントロールに関する方針 

・ 資本配賦運営に関する方針 

③【経営計画の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、経営計画を策定し、役職員及びグルー

プ内会社に周知させているか。グループの経営計画の策定に当たっては、現在及び

将来において必要となるグループの自己資本の額をグループの戦略目標と関連付け

て分析し、戦略目標に照らして望ましいグループの自己資本水準、必要となる資本

調達額、適切な資本調達方法等を踏まえているか。また、グループの自己資本水準

の目標については、リスク・プロファイル及び業務を取り巻く状況との整合性を確

保しているか。

④【資本計画等の整備】 

取締役会は、グループの経営計画、戦略目標及び自己資本管理方針に則り、適切

なグループの自己資本水準の目標を達成するための資本計画等を策定しているか。

保険持株会社による資本配賦運営については、各グループ内会社のリスクに配賦す

る資本（以下「リスク資本」という。）の算定根拠と各リスク資本枠について、明確

に記載されているか。 

⑤【方針策定プロセスの見直し】 

取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に

見直しているか。 

2 明確に記載されるべき項目を全て包含する統一的な自己資本管理方針を策定する必要はなく、自己資本

管理を行う複数の部門等において定められる複数の方針及び経営計画において、明確に記載されるべき項

目が網羅的に定められていればよい。
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２．内部規程・組織体制の整備 

 内部規程の整備 

①【内部規程の整備・周知】 

取締役会等は、自己資本管理方針に則り、グループの自己資本管理に関する取決

めを明確に定めた内部規程（以下「自己資本管理規程」という。）を自己資本管理部

門に策定させ、役職員及びグループ内会社に周知させているか。取締役会等は、自

己資本管理規程についてリーガル・チェック等を経て、自己資本管理方針に合致す

ることを確認した上で承認しているか。 

②【自己資本充実度の評価における自己資本の定義】 

取締役会等は、グループの自己資本充実度の評価において、評価の基準となる自

己資本の定義を明確に定めているか。自己資本が潜在損失への備えであることを踏

まえ、自己資本充実度の評価に用いる自己資本の定義と、グループの経営方針、経

営計画、戦略目標等との整合性を確保しているか。 

 組織体制の整備 

①【自己資本管理部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会等は、自己資本管理方針及び自己資本管理規程に則り、自己資本管理部

門を設置し、適切な役割を担わせる態勢を整備しているか。3

（ⅱ）取締役会等は、自己資本管理部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を有す

る人員を適切な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与えてい

るか。4

（ⅲ）取締役会等は、自己資本管理部門について、組織上及び業務遂行上の独立性を確

保しているか。 

②【取締役会及び取締役会等への報告・承認態勢の整備】 

取締役会は、グループの自己資本管理の状況に係る報告事項及び承認事項を適切

に設定した上で、自己資本管理部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、グル

ープ内会社から報告を受け、取締役会及び取締役会等に対しこれを報告させ、又は

承認を求めさせる態勢を整備しているか。報告内容については、例えば、以下の項

目について、適切に評価・判断できる事項となっているか。特に、グループの経営

に重大な影響を与える事案については、取締役会に対し速やかに報告させる態勢を

整備しているか。 

3 自己資本管理部門を独立した態様で設置しない場合（例えば、自己資本管理に関する諸機能が複数の異

なる管理部門で分担されている場合のほか、他の業務と兼担する部署(統合的リスク管理部門等)が自己資本

管理を担当する場合や、部門や部署ではなくある責任者が自己資本管理を担当する場合等）には、その態

勢のあり方が十分に合理的で、かつ、機能的な側面から見て部門を設置する場合と同様の機能を備えてい

るかを検証する。
4 人員の配置及び権限の付与についての権限が取締役会等以外の部署・役職にある場合には、その部署・

役職の性質に照らし、牽制機能が働く等合理的なものとなっているか否かを検証する。
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また、報告対象とするグループの範囲は、必ずしもグループ内の全ての法人を対

象とする必要はないが、保険持株会社（中間持株会社を含む。）、兄弟会社、子会社、

関連会社のいずれを問わず、その会社の行う取引のリスクが保険会社へ波及してい

くことを考慮し、非保険事業体も含めた実質的な関係（例えば、資本参加や影響力、

契約上の拘束力、相互関連性、リスクのエクスポージャー、リスクの集中、リスク

移転、グループ内取引など）に着目し、グループの範囲を定めているか。5さらに、

再編や新規事業への参入、既存事業からの撤退並びに市場環境の変化等を踏まえ、

必要に応じてグループの範囲の適切性を確認しているか。 

・ 主要なリスクの水準・傾向及びそれらがグループの自己資本へ与える影響 

・ 自己資本充実度の評価方法（自己資本の定義、管理対象とするリスクの決定

及びリスク評価方法を含む。）の妥当性 

・ 業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに照らしたグループの自己資本

充実の状況 

・ グループの自己資本水準の目標とリスク・プロファイル及び業務を取り巻く

状況についての整合性 

・ グループの資本計画等の見直しの必要性 

③【監査役への報告態勢の整備】 

取締役会は、監査役へ直接報告されるべき事項を特定した場合には、報告事項を

適切に設定した上で自己資本管理部門から直接報告を行わせる態勢を整備している

か。6

 内部規程・組織体制の整備プロセスの見直し 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、内部規程・組織体制の整備プロセスの有効性

を検証し、適時に見直しているか。 

３．評価・改善活動 

 分析・評価 

①【自己資本管理の分析・評価】 

取締役会等は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに

各部門からの報告等のグループの自己資本管理の状況に関する全ての情報に基づき、

グループの自己資本管理の状況を的確に分析し、グループの自己資本管理の実効性

の評価を行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべき点の有無及び

その内容を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証しているか。また、必

5 ここでいうグループ及びグループ内会社とは、会計や税務目的などの目的のために定義されたグループ

及びグループ内会社とは異なる場合があることに留意する。 
6 このことは、監査役が自ら報告を求めることを妨げるものではなく、監査役の権限及び活動を何ら制限

するものではないことに留意する。
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要な場合には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会等を設置する等、

その原因究明については万全を期しているか。 

②【分析・評価プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時

に見直しているか。 

 改善活動 

①【改善の実施】 

取締役会等は、上記３． の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて

改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時適切に当該問題点及びグル

ープの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

②【改善活動の進捗状況】 

取締役会等は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて

随時、検証し、適時適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

③【改善プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理の状況

に関する報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直

しているか。 

Ⅱ．自己資本管理部門の役割・責任 

１．自己資本管理規程、組織体制の整備  

 自己資本管理規程の整備 

 ①【自己資本管理規程の整備・周知】 

自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイル並びに自己資

本管理手法を十分に理解し、グループの経営計画、資本計画等及び自己資本管理方

針に沿って、グループの自己資本充実度の評価及びモニタリングの方法を決定し、

これに基づいた自己資本管理規程を策定しているか。自己資本管理規程は、取締役

会等の承認を受けた上で、役職員及びグループ内会社に周知されているか。 

②【自己資本管理規程の内容】 

自己資本管理規程の内容は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに応じ、

グループの自己資本充実度の評価に必要な取決めを網羅し、適切に規定されている

か。例えば、以下の項目について明確に記載される等、適切なものとなっているか。

7

7 明確に記載されるべき項目を全て包含する統一的な自己資本管理規程を策定する必要はなく、自己資本

管理を行う複数の部門等において定められる複数の内部規程において、明確に記載されるべき項目が網羅
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・ 自己資本管理部門の役割・責任及び組織に関する取決め 

・ リスク資本枠の設定に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定及びリスク評価

方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度のモニタリング方法に関する取決め 

・ 自己資本充実度の評価方法の定期的な検証に関する取決め 

・ 取締役会及び取締役会等に報告する態勢に関する取決め 

・ グループ内会社からの適切な情報伝達のための取決め 

・ グループの新規業務の自己資本配賦に関する取決め 

 組織体制の整備 

(ⅰ) 自己資本管理部門は、リスク・プロファイルに見合った適切なグループの自己資

本管理及び適切な資本配賦運営を行う観点から、取得すべき情報を特定し、情報保

有部門及びグループ内会社から定期的にかつ必要に応じて速やかに、報告を受ける

態勢を整備しているか。例えば、以下の項目については、適時適切に報告を受けて

いるか。 

・ リスクの状況 

・ リスク限度枠の遵守状況・使用状況 

・ リスク資本枠の遵守状況・使用状況 

・ 収益の状況 

・ リスク評価方法（評価・計測手法、前提条件等）の妥当性 

（ⅱ）自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った信

頼度の高い自己資本充実度評価システム8を整備しているか。 

（ⅲ）自己資本管理部門は、グループの自己資本管理を実効的に行う能力を向上させる

ための研修・教育態勢を整備し、専門性を持った人材の育成を行っているか。 

 自己資本管理規程及び組織体制の見直し 

自己資本管理部門は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの自己資本管理態勢の

実効性を検証し、必要に応じて自己資本管理規程及び組織体制の見直しを行い、又は取締

役会等に対し改善のための提言を行っているか。 

２．自己資本管理部門の役割・責任 

 取締役会及び取締役会等への報告・承認 

自己資本管理部門は、取締役会が設定した事項について、定期的にかつ必要に応じて

速やかに、グループ内会社から報告を受け、取締役会及び取締役会等にこれを報告し、

的に定められていればよい。
8 システムには、中央集中型の汎用機システムや分散系システムのほか、EUC（エンド・ユーザー・コン

ピューティング）によるものも含まれることに留意する。
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又は承認を求めているか。また、自己資本管理部門又はグループ内会社において、グル

ープの自己資本管理に影響を与える態勢上の弱点、問題点等を把握した場合、適切に取

締役会及び取締役会等に報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える

事案については、取締役会に対し速やかに報告しているか。 

 自己資本充実に関する施策の実施 

①【自己資本充実に関する施策の実施及びモニタリング】 

（ⅰ）自己資本管理部門は、グループの経営計画、資本計画等に基づき、グループの自

己資本充実に関する施策を円滑に実行しているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、グループの自己資本充実に関する施策の円滑な実行の観点

から、経済循環を含む外部環境の変化について、モニタリングしているか。 

②【自己資本の水準の維持】 

（ⅰ）自己資本管理部門は、グループ内会社の内部環境（リスク・プロファイル、リス

ク限度枠等の使用状況等）及び外部環境（経済循環、市場等）の状況並びに前提条

件等の妥当性のモニタリングの結果を踏まえ、グループの自己資本水準の維持のた

めの十分な分析・検討を行っているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、グループの自己資本充実度が不十分となる場合を想定して、

自己資本増強等の実行可能な対応策を分析・検討しているか。特に、風評リスクの

顕在化等により、通常よりも資本調達が困難となる可能性も踏まえて、検討してい

るか。 

 自己資本充実度の評価 

①【自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定】 

（ⅰ）自己資本管理部門が独自にリスクを特定している場合、自己資本管理部門は、グ

ループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制

特有のリスク、グループ内会社が抱える各種リスクについて、網羅的に洗い出し、

洗い出したリスクの規模・特性を踏まえ、グループの自己資本充実度の評価におい

て管理対象とするリスクを特定しているか。 

（ⅱ）自己資本管理部門は、グループの自己資本充実度の評価において管理対象としな

いリスクが存在する場合は、その影響が軽微であることを確認しているか。 

②【自己資本充実度の評価におけるリスク評価方法】 

自己資本管理部門が独自にリスクを評価している場合、自己資本管理部門は、グ

ループとしての重要な戦略上及び事業上の意思決定を支援又は検証するツールとな

りうることを十分認識し、例えばグループ内で共通の計測モデルを使用するなど、

業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合ったリスク評価方法を用い、適

切にグループの自己資本充実度におけるリスク評価を行っているか。また、外資系

保険グループ及び海外で保険事業を展開している保険グループにおいては、必要に

応じて、地域の特性に応じた修正を加えるなど、適切なリスク量を把握する態勢を
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整備しているか。 

なお、評価・計測手法、前提条件等の妥当性について検討しているか。例えば、

以下の項目について検討しているか。 

・ リスク量をシナリオ法で計測している場合、採用するシナリオは適切なもの

となっているか。 

・ リスク量を統一的な尺度の１つである VaR 等で計測している場合、計測手法・

保有期間・信頼水準等はグループの戦略目標やリスク・プロファイルに応じて

適切なものとなっているか。 

③【自己資本充実度の評価】 

自己資本管理部門は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った適

切なグループの自己資本充実度の評価を行っているか。例えば、以下の項目を踏ま

えているか。 

・ 自己資本の質は自己資本充実度の評価に適したものとなっているか。 

・ 自己資本充実度の評価方法及びリスク評価方法は、妥当なものとなっている

か。 

・ リスク評価方法の限界及び弱点を考慮しているか。 

・ 適切なストレス・シナリオを複数作成し、自己資本及びリスクへの影響度を

分析し、自己資本充実度の評価を行っているか。それらのストレス・シナリオ

は自己資本充実度に大きな影響を与える主要なリスクを考慮しているか。 

・ 中長期的な視点で、自己資本充実度の評価を行っているか。 

・ 損失が顕在化している場合は、自己資本充実度評価の際にその損失を考慮し

ているか。 

・ 収益が低下することによって、損失が見込まれる場合は、収益の変動リスク

について考慮しているか。 

 モニタリング 

①【自己資本充実の状況のモニタリング】 

自己資本管理部門は、自己資本管理方針及び自己資本管理規程に基づき、グルー

プ内会社の内部環境（リスク・プロファイル、リスク限度枠等の使用状況等）や外

部環境（経済循環、市場等）の状況に照らし、グループの自己資本充実の状況を適

切な頻度でモニタリングしているか。また、内部環境及び外部環境の状況並びに前

提条件等の妥当性のモニタリングも行っているか。 

②【グループ内会社等への還元】 

自己資本管理部門は、必要に応じて、関連部門及びグループ内会社に対し、グル

ープの自己資本充実度の状況について評価し、分析・検討した結果等を還元してい

るか。

 コントロール 
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①【管理不可能なリスクが存在する場合の対応】 

自己資本管理部門は、自己資本充実の観点から、グループの自己資本充実度の評

価において管理対象外とするリスクの影響が軽微でない場合や適切な管理が行えな

い管理対象リスクがある場合、当該リスクに関連する業務等の撤退・縮小等の是非

について意思決定できる情報を取締役会及び取締役会等に報告しているか。 

②【自己資本充実度が十分でない場合の対応】 

自己資本管理部門は、グループの自己資本充実度が十分でない場合、速やかに、

自己資本増強等の実行可能な対応策を検討し、取締役が今後の具体的対応について

意思決定できる情報を取締役会及び取締役会等に報告しているか。 

 検証・見直し 

自己資本管理部門は、グループ内会社の内部環境及び外部環境の変化並びに自己

資本充実度の評価方法の限界及び弱点を把握し、グループの戦略目標、業務の規模・

特性及びリスク・プロファイルに見合った適切なグループの自己資本充実度の評価

方法であるかを定期的に検証し、見直しを行い、又は取締役会等が適切に評価及び

判断できる情報を報告しているか。例えば、グループの自己資本充実度に関する以

下の項目について検証し、見直しているか。 

・ 自己資本充実度の評価における自己資本の定義と、グループの経営方針、経

営計画、戦略目標等との整合性及び定義の決定根拠の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価において管理対象とするリスクの特定の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価におけるリスク評価方法（評価・計測手法、前提条件

等）の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価方法の妥当性 

・ 自己資本充実度の評価方法の限界及び弱点を踏まえたグループ運営の適切性 
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グループ統合的リスク管理態勢の確認検査用チェックリスト 

【検証ポイント】 

・ 保険持株会社における統合的リスク管理とは、グループ内会社が抱える各種リスクを統括すること

及びグループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制特有のリス

クを統合的に捉え、グループの経営体力（自己資本）と比較・対照することによって管理することを

いう。 

・ 保険持株会社における統合的リスク管理態勢の整備・確立は、グループの業務の健全性及び適切性

の観点から極めて重要であり、経営陣には、これらの態勢の整備・確立を自ら率先して行う役割・責

任がある。 

・ 検査官は、保険持株会社の戦略目標、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに見合った適切

な統合的リスク管理態勢が整備されているかを検証することが重要である。 

・ 検査官は、①方針の策定、②内部規程・組織体制の整備、③評価・改善態勢の整備がそれぞれ適切

に経営陣によってなされているかといった観点から、統合的リスク管理態勢が有効に機能しているか

否か、経営陣の役割と責任が適切に果たされているかを各チェック項目を活用して具体的に確認す

る。 

・ 検査官が認識した弱点・問題点を経営陣が認識していない場合には、特に、態勢が有効に機能して

いない可能性も含めて検証し、双方向の議論を通じて確認する。 

・ 検査官は、前回検査における指摘事項のうち、軽微でない事項の改善状況について検証し、実効性

ある改善策が策定され実行されているか否か確認する。 

・ 保険持株会社グループの態様や各グループ内会社のグループにおける位置付け等は様々であり、保

険持株会社が担う役割・責任も異なっている。本チェックリストの適用に当たっては、こうした保険

持株会社グループの実態を十分に踏まえ、機械的・画一的な運用に陥らないよう、留意する必要があ

る。 

Ⅰ．保険持株会社の経営陣による統合的リスク管理態勢の整備・確立状況 

１．方針の策定 

①【取締役の役割・責任】 

取締役は、グループ内のリスクの波及等（例えば、リスクの波及、グループ内取

引、リスクの集中、新規事業参入又は既存事業からの撤退、保証やリスクの移転、

流動性、オフバランス取引のエクスポージャー、資本のダブル･ギアリング、マルチ

プル・ギアリング1等）、個々のグループ内会社では対応できないグループ体制特有の

リスク（保険グループが、より大きなグループの一部を構成しているために生じる

1 金融コングロマリット監督指針により排除されるものを除く。
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グループリスクが存在する場合には、そのリスクも含む。）を認識し、グループの業

務の健全性を確保する観点から、グループが抱える各種リスクの統合的な管理の重

要性を十分に認識しているか。また、各グループ内会社のリスク管理の状況が、資

本配賦運営等を含むグループの戦略目標の達成及びグループの統合的なリスク管理

に重大な影響を与えることを十分に認識しているか。 

特に担当取締役は、グループが抱えるリスクの所在、リスクの種類・特性及びリ

スクの特定・評価・モニタリング・コントロール等の手法並びにグループの統合的

なリスク管理の重要性を十分に理解し、この理解に基づきグループのリスク管理の

状況を的確に認識し、グループの適正な統合的リスク管理態勢の整備・確立に向け

て、方針及び具体的な方策を検討しているか。 

②【戦略目標の整備・周知】 

取締役会は、グループの経営方針に則り、グループの収益目標、リスク・テイク

の戦略等（資産・負債戦略、リスク・リターン戦略等）を定めた戦略目標を策定し、

役職員及びグループ内会社に周知させているか。グループの戦略目標の策定に当た

っては、グループの資産・負債（オフ・バランスを含む。）の構成、各種リスクを勘

案し、かつグループ全体としての自己資本の状況を踏まえ検討しているか。また、

例えば、以下の項目について留意しているか。

・ グループ全体又はグループ内会社において、どの程度のリスクを取り、どの

程度の収益を目標とするのかを定めるに当たり、リスクを最小限度に抑えるこ

とを目標とするのか、能動的に一定のリスクを引受け、これを管理する中で収

益を上げることを目標とするのか等を明確にしているか。

・ グループの戦略目標は、収益確保を優先するあまり、リスク管理を軽視した

ものになっていないか。特に長期的なリスクを軽視し、短期的な収益確保を優

先した目標の設定や当該目標を反映した業績評価の設定を行っていないか。 

③【統合的リスク管理方針の整備・周知】 

取締役会は、統合的リスク管理に関するグループの方針（以下「統合的リスク管

理方針」という。）を定め、役職員及びグループ内会社に周知させているか。例えば、

以下の項目について明確に記載される等、適切なものとなっているか。 

・ グループの統合的リスク管理に関する担当取締役及び取締役会等の役割・責

任 

・ グループの統合的リスク管理に関する部門（以下「統合的リスク管理部門」

という。）の設置、権限の付与等の組織体制に関する方針 

・ リスク限度枠の設定に関する方針 

・ 管理対象とするリスクの特定に関する方針 

・ 統合的なリスクの評価、評価されたリスクのモニタリング、コントロール及

び削減に関する方針 
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・ 新規業務2に関する方針 

④【方針策定プロセスの見直し】 

取締役会は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に関

する報告・調査結果等を踏まえ、方針策定のプロセスの有効性を検証し、適時に見

直しているか。

２．内部規程・組織体制の整備 

 内部規程の整備 

取締役会等は、統合的リスク管理方針に則り、統合的リスク管理に関する取決め

を明確に定めた内部規程（以下「統合的リスク管理規程」という。）を統合的リスク

管理部門に策定させ、役職員及びグループ内会社に周知させているか。取締役会等

は、統合的リスク管理規程についてリーガル・チェック等を経て、統合的リスク管

理方針に合致することを確認した上で承認しているか。 

 組織体制の整備 

①【統合的リスク管理部門の態勢整備】 

（ⅰ）取締役会等は、統合的リスク管理方針及び統合的リスク管理規程に則り、統合的

リスク管理部門を設置し、適切な役割を担わせる態勢を整備しているか。3

（ⅱ）取締役会等は、統合的リスク管理部門に、その業務の遂行に必要な知識と経験を

有する人員を適切な規模で配置し、当該人員に対し業務の遂行に必要な権限を与え

ているか。4

（ⅲ）取締役会等は、統合的リスク管理部門について、組織上及び業務遂行上の独立性

を確保しているか。 

②【取締役会等への報告・承認態勢の整備】 

取締役会等は、グループのリスク管理の状況に係る報告事項及び承認事項を適切

に設定した上で、統合的リスク管理部門に、定期的にかつ必要に応じて速やかに、

グループ内会社から報告を受け、取締役会等に対しこれを報告させ、又は承認を求

めさせる態勢を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える事案

については、取締役会等に対し速やかに報告させる態勢を整備しているか。 

また、報告対象とするグループの範囲は、必ずしもグループ内の全ての法人を対

象とする必要はないが、保険持株会社（中間持株会社を含む。）、兄弟会社、子会社、

関連会社のいずれを問わず、その会社の行う取引のリスクが保険会社へ波及してい

2 グループ経営管理（ガバナンス）態勢の確認検査用チェックリストⅣ．３を参照。
3 統合的リスク管理部門を独立した態様で設置しない場合（例えば、他のリスク管理部門と統合した一つ

のリスク管理部門を構成する場合のほか、他の業務と兼担する部署が統合的リスク管理を担当する場合や、

部門や部署ではなく責任者が統合的リスク管理を担当する場合等）には、その態勢のあり方が十分に合理

的で、かつ、機能的な側面から見て部門を設置する場合と同様の機能を備えているかを検証する。
4 人員の配置及び権限の付与についての権限が取締役会等以外の部署・役職にある場合には、その部署・

役職の性質に照らし、牽制機能が働く等合理的なものとなっているか否かを検証する。
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くことを考慮し、非保険事業体も含めた実質的な関係（例えば、資本参加や影響力、

契約上の拘束力、相互関連性、リスクのエクスポージャー、リスクの集中、リスク

移転、グループ内取引など）に着目し、グループの範囲を定めているか。5さらに、

再編や新規事業への参入、既存事業からの撤退並びに市場環境の変化等を踏まえ、

必要に応じてグループの範囲の適切性を確認しているか。 

③【監査役への報告態勢の整備】 

取締役会は、監査役へ直接報告されるべき事項を特定した場合には、報告事項を

適切に設定した上で統合的リスク管理部門から直接報告を行わせる態勢を整備して

いるか。6

 内部規程・組織体制の整備プロセスの見直し 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、内部規程・組織体制の整備プロセスの有効性を

検証し、適時に見直しているか。

３．評価・改善活動 

 分析・評価 

①【統合的リスク管理の分析・評価】 

取締役会等は、監査役監査、内部監査及び外部監査の結果、各種調査結果並びに

各部門からの報告等のグループの統合的リスク管理の状況に関する全ての情報に基

づき、グループの統合的リスク管理の状況を的確に分析し、グループの統合的リス

ク管理の実効性の評価を行った上で、グループの態勢上の弱点、問題点等改善すべ

き点の有無及びその内容を適切に検討するとともに、その原因を適切に検証してい

るか。また、必要な場合には、利害関係者以外の者によって構成された調査委員会

等を設置する等、その原因究明については万全を期しているか。 

②【分析・評価プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、分析・評価プロセスの有効性を検証し、適時に

見直しているか。

 改善活動 

①【改善の実施】 

取締役会等は、上記３．(1)の分析・評価及び検証の結果に基づき、必要に応じて

改善計画を策定しこれを実施する等の方法により、適時適切に当該問題点及びグル

ープの態勢上の弱点の改善を実施する態勢を整備しているか。 

5 ここでいうグループ及びグループ内会社とは、会計や税務目的などの目的のために定義されたグループ

及びグループ内会社とは異なる場合があることに留意する。
6 このことは、監査役が自ら報告を求めることを妨げるものではなく、監査役の権限及び活動を何ら制限

するものではないことに留意する。
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②【改善活動の進捗状況】 

取締役会等は、改善の実施について、その進捗状況を定期的に又は必要に応じて

随時、検証し、適時適切にフォローアップを図る態勢を整備しているか。 

③【改善プロセスの見直し】 

取締役会等は、定期的に又は必要に応じて随時、グループのリスク管理の状況に

関する報告・調査結果等を踏まえ、改善プロセスの有効性を検証し、適時に見直し

ているか。 

Ⅱ．統合的リスク管理部門の役割・責任

１．統合的リスク管理規程・組織体制の整備 

 統合的リスク管理規程の整備 

①【統合的リスク管理規程の整備・周知】 

統合的リスク管理部門は、グループが抱えるリスクの所在、リスクの種類・特性

及び統合的リスク管理手法を十分に理解し、統合的リスク管理方針に沿って、リス

クの特定、評価及びモニタリングの方法を決定し、これに基づいたグループ全体の

リスクのコントロール及び削減に関する取決めを明確に定めた統合的リスク管理規

程を策定しているか。統合的リスク管理規程は、取締役会等の承認を受けた上で、

役職員及びグループ内会社に周知されているか。 

②【統合的リスク管理規程の内容】 

統合的リスク管理規程の内容は、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに

応じ、グループが抱える各種リスクの統合的な管理に必要な取決めを網羅し、適切

に規定されているか。例えば、以下の項目について明確に記載される等、適切なも

のとなっているか。 

・ 統合的リスク管理部門の役割・責任及び組織に関する取決め 

・ リスク限度枠の設定に関する取決め 

・ 管理対象とするリスクの特定に関する取決め 

・ 統合的リスク評価方法及び各種リスクの評価方法に関する取決め 

・ 統合的にリスクをモニタリングする方法に関する取決め 

・ 統合的リスク評価方法の定期的な検証に関する取決め 

・ 新規業務に関する取決め 

・ 取締役及び取締役会等に報告する態勢に関する取決め 

・ グループ内会社からの適切な情報伝達のための取決め 

 報告・承認態勢の整備 

統合的リスク管理部門は、取締役会等が設定した事項について、定期的にかつ必
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要に応じて速やかに、グループ内会社から報告を受け、取締役会等にこれを報告し、

又は承認を求める態勢を整備しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与

える事案については、取締役会等に対し速やかに報告する態勢を整備しているか。 

 統合的リスク管理規程及び報告・承認態勢の見直し 

統合的リスク管理部門は、定期的に又は必要に応じて随時、グループの統合的リ

スク管理態勢の実効性を検証し、必要に応じて統合的リスク管理規程及び報告・承

認態勢の見直しを行い、又は取締役会等に対し改善のための提言を行っているか。 

２．統合的リスク管理部門の役割・責任 

【取締役会等への報告・承認】

統合的リスク管理部門は、統合的リスク管理方針及び統合的リスク管理規程に基

づき、グループのリスク管理の状況及び統合的に評価したリスクの状況に関して、

取締役会等が適切に評価及び判断できる情報を、定期的にかつ必要に応じて速やか

に、グループ内会社から報告を受け、取締役会等にこれを報告し、又は承認を求め

ているか。例えば、以下の項目について報告しているか。 

・ グループ全体のリスク・プロファイル及びその傾向 

・ リスク限度枠及びリスク資本枠の遵守状況及び使用状況 

・ 経済循環等の外部環境の状況 

・ 統合的リスク評価方法の限界及び弱点並びに妥当性 

また、統合的リスク管理部門またはグループ内会社において、グループの統合的

リスク管理に影響を与える態勢上の弱点、問題点等を把握した場合、適切に取締役

会等に報告しているか。特に、グループの経営に重大な影響を与える事案について

は、取締役会等に対し速やかに報告しているか。

 リスクの特定・評価 

①【管理対象とするリスクの特定】 

（ⅰ）統合的リスク管理部門は、グループ内会社が抱える各種リスクを統合的リスク管

理の管理対象とした上で、グループ内のリスクの波及等、個々のグループ内会社で

は対応できないグループ体制特有のリスクを網羅的に洗い出し、洗い出したリスク

の規模・特性を踏まえ、統合的リスクの管理対象とするリスクを特定しているか。 

（ⅱ）統合的リスク管理部門は、グループ全体としての統合的リスク管理の管理対象と

しないリスクが存在する場合は、その影響が軽微であることを確認しているか。 

②【リスクの統合的な評価】 

（ⅰ）統合的リスク管理部門は、リスク計測モデルを使用する場合にはグループとして

の重要な戦略上及び事業上の意思決定を支援又は検証するツールとなりうることを

十分認識し、例えばグループ内で共通のモデルを使用するなど、統合的リスク管理

の管理対象とする各種リスクを統合的に評価・計測しているか。また、外資系保険
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グループ及び海外で保険事業を展開している保険グループにおいては、必要に応じ

て、地域の特性に応じた修正を加えるなど、適切なリスク量を把握する態勢を整備

しているか。 

（ⅱ）統合的リスク管理部門は、グループに重大な影響を及ぼしうる事象を包括的に捉

えたストレス・シナリオ等を用いて、リスクを統合的に評価・計測しているか。 

 モニタリング 

①【リスク全体の統合的なモニタリング】 

統合的リスク管理部門は、統合的リスク管理方針に基づき、グループ内会社の内

部環境（リスク・プロファイル、リスク限度枠等の使用状況等）や外部環境（経済

循環、市場等）の状況に照らし、グループ内会社のリスク全体の状況を統合的に適

切な頻度でモニタリングしているか。 

②【リスク限度枠の遵守状況等のモニタリング】 

統合的リスク管理部門は、グループのリスク限度枠（グループとして許容可能な

各リスクの限度）及びリスク資本枠の遵守状況及び使用状況について、定期的にモ

ニタリングしているか。 

③【自己資本管理部門との連携】 

統合的リスク管理部門は、自己資本管理部門に対し、自己資本管理部門が取得す

べき情報として特定したリスクの状況、リスク限度枠及びリスク資本枠の遵守状

況・使用状況並びにリスク評価・計測手法、前提条件等の妥当性等の情報を、適時

適切に伝達しているか。 

④【グループ内会社への還元】 

統合的リスク管理部門は、必要に応じて、グループ内会社に対し、リスクの状況

について評価し、分析・検討した結果等を還元しているか。 

 コントロール及び削減 

①【管理不可能なリスクが存在する場合の対応】 

統合的リスク管理部門は、グループの統合的リスク管理の管理対象外とするリス

クの影響が軽微でない場合や適切な管理が行えない管理対象リスクがある場合、当

該リスクに関連する業務等の撤退・縮小等の是非について意思決定できる情報を取

締役会等に報告しているか。 

②【リスク限度枠等を超過した場合の対応】 

統合的リスク管理部門は、グループのリスク限度枠又はリスク資本枠を超過した

場合、速やかに、リスクの削減又はリスク限度枠等の変更の是非について意思決定

できる情報を取締役会等に報告しているか。 

 検証・見直し 

①【リスク管理の高度化】 

統合的リスク管理部門は、統合的リスク評価方法の限界及び弱点を把握するため
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の検証を実施し、それを補うための方策を検討しているか。また、限界及び弱点を

踏まえ、リスク・プロファイルに見合ったリスク管理の高度化に向けた、調査・分

析及び検討を実施しているか。 

②【統合的リスク管理方法の検証・見直し】 

統合的リスク管理部門は、グループ内会社の内部環境及び外部環境の変化並びに

統合的リスク評価方法の限界及び弱点を把握し、グループの戦略目標、業務の規模・

特性及びリスク・プロファイルに見合った適切な統合的リスク管理方法であるかを

定期的に検証し、見直しているか。例えば、以下の項目について検証し、見直して

いるか。 

・ 統合的リスク管理の管理対象とするリスクの特定の妥当性 

・ 統合的リスク評価方法の妥当性 

・ 統合的リスク評価方法の限界及び弱点を踏まえた運営の適切性 












































































































































